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条約締結能力について

一条約法条約第6条 の成立過程一

中 村 道

は しが き

1.国 連 国際法委 員会

1.ウ ォル ドック第1報 告書 とその審議(1962年 第14会 期)

2.ウ ォル ドック第4報 告書 とそ の審議(1965年 第17会 期)

n:.国 連総 会第六委員会

皿.国 連 条約法会議

1.第1会 期(1968年)全 体委員会

2.第2会 期(1969年)本 会議

あとが き

はしがき

条約法に関するウィーン条約(以 下、条約法条約)の なかには、起草の過程

で大きな論議を呼んだにもかかわらず、後にその存在がほとんど忘れられるか、

少なくともさほど注目されない条がいくつかある。その理由も一様ではなく、

例えば第75条 の侵略国に関する留保規定の場合は、条約法条約中にこのよう

な規定を設けることが些か場違いであり、それだけに意味内容が不明瞭なこと
　

もあ って、 あま り関心が払 われて こなか った。 ほか に は、条 約法 の重要 な事項

(1)第75条 については、内田教授の詳細 な研究があ る。 内田久司 「侵 略国 に対す る条約

の効力」、横 田先生鳩寿祝賀 『国際関係法の課題』(有 斐閣、昭和63年)、151-200頁 。



24 神戸法学年報 第18号(2002)

に係 わ るが、 当然で異論 のない ことのみを述べ るに どどま ったため、敢 えてそ

のよ うな規定 を置 くことの有用性 が当初 か ら疑 われてお り、改 めて言 及 され る

こともない ものがあ る。 その代表 的な例 が、 本稿で取 り上 げ る条約締結 能力 に

関す る規定で あ る。

条 約 法 条 約 は、 第2部 第1節 「条 約 の締 結 」 の 冒 頭 の条 で、 次 の よ う に簡 潔

な1文 の規 定 を 置 い て い る。

「第6条(国 の条 約 締 結 能 力)い ず れ の国 も、条約 を締 結 す る能 力 を有 す る。」

"Article6 -CapacityofStatestoconcludetreaties

EveryStatepossessescapacitytoconcludetreaties."

本条で い う 「国」 とは国際法 の 目的上 の国、す なわち独立主権 国家 の ことで

あ り、 この規定 が慣 習法規則 を表現 した もので あ ることは異論 の ない ところで

ある。 マ ックネ ア(McNair)は 、端 的 に、 「条 約 の締結 は、 国 の独立 また は主

　

権の最も古くかっ最も特徴的な行使の一っである」、という。 しかるに、条約

法に関する国連会議(以 下、条約法会議)に おいて、第6条 は、最終的に賛成

88、反対5、 棄権10の 表決内容で採択 された。

国際司法裁判所は、「ナミビア事件」に関する勧告的意見において、条約法

条約のある条で定める規則が現行慣習法の法典化であると判断するに際して、

　

その条が条約法会議で 「反対票なしに採択された」と付言 したことがある。し

かし、この付言が示唆することと同様に、それと反対のことも常に当てはまる

わけではない。明かに慣習法を宣言 している規定に対 し、規定の内容と直接に

は関係のない理由で、反対票が投じられることが決して稀ではないからである。

(2)LordMcNair,TheLawofTreaties(1961),p.34.

(3)ICJReports1971,p.47.
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ての

そ うした格好 の例 が第6条 であ る。

条約締結能力 に関 す る規則 の起草作 業 は、 そ こで扱 うべ き問題 の削減 と各条

文 の簡 素化 の過程 で あ っ た と要 約 す る こ とが で き る。 条 約 法 会 議 で原 案

(basicproposa1)と な る条文草案 を作成 した国連国 際法 委 員 会(以 下 、IL

Cま た は単 に委員会)に おいて、 審議が開始 された当初、特 別報告者 は、(1)国

およびその他 の国際法主体、(2)連邦 お よびその構 成国、(3)従 属国、(4)国際機構、

の条約締結能力 に関す るいずれ も極 めて詳細 な4項 の規定 を提案 した。 しか し、

従属国 の制 限 された条約締結 能力を規定す ることには異論 が多 か ったた め、 こ

れに関 す る第3項 が早 々 に事 実上削除 され るとと もに、 その他 の条 文 にっ いて

も簡素化 が図 られた。そ こで、ILCの1962年 草 案 は、 第3条 で、(1)国 お よ

びその他 の国際法主体、(2)連邦構成国、(3)国 際機構、 の条約締結能 力 に関す る

いずれ も簡 潔な3項 の規定 を置 いて いたが、 第2読 を経 た1965年 草 案 第3条

お よびこれを受 け継 ぐ1966年 最終草案 第5条 は、(1)国 、(2〉連 邦 構成 国、 に関

す る2項 を規定 し、 さ らに条約法会議 で、 国の条約締結 能力 に関す る1文 の規

定 のみが第6条 として採択 され るに とどま った。

この うち、1962年 草案 か ら、第1項 中の 「国 以 外 の国 際法 主 体 」 へ の言 及

と、国際機構 を扱 った第3項 全体 との削 除 は、ILCが 同年 の第14会 期 で、

条文草案 の範囲 を国 の間 で締結 され る条約 に限定 す る旨を決定 して いた ことに

伴 う、 いわば論理的帰結 であ る。他方、連 邦構成 国の条約締結 能力 に関 す る第

2項 は、ILCの 第2読 での採択 にあた って、25名 の委 員 中3分 の1以 下 の

支持 しか得 てお らず(賛 成7、 反対3、 棄権4)、 また条 約 法会 議 で は、 第1

会期 の全体委員会 で一旦 は僅差 によ り保 持 され たが、第2会 期 の本会議 で相 当

数 の反対 によ り最終 的に削 除が決定 され る、 とい う経緯 を辿 った。 国の条約締

結能力 を規定 す る第6条 にっいて の表決内容 は、 議論 が多 く審議 が紛 糾 した こ

(4)IanSinclair,TheViennaConventionontheLawofTrea七ies(2nded.,

1984),p.21.
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ゆ

の第2項 の削除を反映 したものである。

連邦構成国の条約締結能力について、条約法会議における議論は、すでにI

LCを 二分 した立場 の対立 と重複す る部分も少なくない。しかし、ILCで は、

審議の冒頭か ら、条約締結能力に関する規定を設けること自体にっいて強い異

論が一部にあり、その後、国の条約締結能力を一般的に規定することについて

も見解は大きく対立 した。ILCの 審議で連邦構成国の条約締結能力の問題が

焦点となったのは、第2読 の後半においてである。そこで、以下では、ILC

にまで立ち戻 り、起草過程の全容をみるなかで、条約法会議で連邦構成国の条

約締結能力に関する規定が削除されるに至る経緯と論点を考察するとともに、

国の条約締結能力に関する規定が最終的に据え置かれた意義をも探ってみたい。

1.国 連国際法委員会

1.ウ ォル ドック第1報 告書 とその審議(1962年 第14会 期)

1)ウ ォル ドック草案第3条 とその注釈

ILCに おいて、条約 法条約 に関 す る条文草案 作成 の本格 的な作業 は、1961

年 の第13会 期 で4人 目の特 別報 告 者 と して ウ ォル ドッ・ク(SirHumphrey
　

Waldock)が 指名 されて以 後、改 めて精力 的に継続 され た。 ウォル ドックは、
こマン

1962年 に提 出 した第1報 告書 において、条 約 締結 能 力 に関 し、 次 の よ うな4

(5)ILC最 終 草 案 第5条 にっ い て は、 条 約 法会 議 に先 立 ち、 そ の第2項 を詳 し く検 討

した論 稿 が あ る。HelmutSteinbergar,"ConstitutionalSubdivisionsofStates

orUnionsandtheirCapacitytoConcludeTreaties-CommentsonArt.5

Para.20ftheILC's1966DraftArticlesontheLawofTreaties,"Za6RV,Bd.

27/3(1967),PP.411-428.

(6)そ れ 以 前 のILCで の 審 議 状況 と前 任 の特 別 報 告 者 の立 場 にっ い て は、 ウ ォル ドッ

クが第3条 草 案 の注 釈 で 述 べ る以 外 の点 で 条約 締 結 能 力 の 起草 と直接 に 関 連 す る と こ

ろ は少 な いた め 、本 稿 で は立 ち入 らな い。

(7)DocumentA/CN.4/144andAdd.1.Firstreportonthelawoftreaties,by

SirHumphreyWaldock,SpecialRapporteur,YearbookoftheIntemational

LawCommission(YBILC),1962,Vo1.II,pp.27-83.
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項からなる詳細な条文を提案した。

「第3条 条約の当事者 となる能力

1.条 約 の当事者 となる国際法上の能力(以 下、国際能力 とい う。)は 、す

べての独立国(単 一国家、連邦またはその他の形態の国家連合であるかを問わ

ない。)、および条約 または国際慣習によってそのような能力を付与されたその

他の国際法の主体が有する。

2.(a)連 邦またはその他の国家連合の場合には、条約の当事者 となる国際

能力は、原則として、もっぱら連邦国家または連合が有する。従って、連邦ま

たは連合の憲法がその構成国に対 し外国と直接に協定を締結する権限を付与す

る場合には、構成国は、通常は、この権限を連邦国家または連合の機関の資格

においてのみ行使する。

(b〉しか しなが ら、次の場合には、条約の当事者となる能力は、憲法によっ

て外国と直接に協定を締結する権限を付与された連邦または連合の構成国が有

する。

(i)国 際連合の加盟国である場合、または

(旬連邦国家または連合および他の締約国によって、 自己の国際人格を

有することが承認される場合。

3,(a)国 際関係の遂行が他の国に委ねられた従属国の場合には、従属国に

関係する条約を締結する国際能力は、(b)項 で規定す る場合を除 いて、 国際関

係を遂行する責任を有する国に付与される。

(b)し か しなが ら、従属国は、次 の場合にはその限度において、条約を結

ぶ国際能力を有する:

(i〉従属国 とその外交関係の遂行 に責任を有する国の間の協定または取

極が、自己の名において条約を締結する権限を従属国に留保 して㌧一・る

場合、かっ

(8)id.,pp.35-36.
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(蜘 他 の 締 約 国 が 、 国 際 関 係 の 遂 行 に 責 任 を 有 す る 国 と は 別 個 に 、 自 己

の 名 に お け る従 属 国 の 条 約 へ の 参 加 を 受 諾 す る場 合 。

4.条 約 の 当 事 者 と な る 国 際 能 力 は 、 ま た 、 国 際 法 上 別 個 の 法 人 格 を 有 す る

国 際 機 構 ま た は機 関 も、 そ の よ う な 条 約 締 結 能 力 が 当 該 機 構 ま た は 機 関 の 組 織

お よ び 任 務 を 規 定 す る 文 書 に お い て 明 示 に 創 設 さ れ ま た は 必 然 的 に 含 意 さ れ る

場 合 に は、 そ の 限 度 に お い て ～ 有 す る。」

"Article3
.Capacitytobecomeapa践ytotreaties

1.Capacityinintemationallaw(hereafterreferred、toasinterna-

tionalcapacity)tobecomeapartytotreatiesispossessedbyevery

independentState,whetheramitaryState,afederationorotherform

ofunionofStates,andbyothersubjectsofinternationallawinvested

withsuchcapacitybytreatyorbyintemationalcustom。

2.(a)Inthecaseofafe(lerationorotherunionofStates,interna-

tionalcapacitytobeapartytotreatiesisinprinciplepossessed

exclusivelybythefederalStateorbytheUnion.Accordingly,ifthe

constitutionofafederationorUnionconfersuponitsconstituentStates

powertoenterintoagreementsdirectlywithforeignStates,the

constituentStatenormallyexercisesthispowerinthecapacityonlyof

anorganofthefederalStateorUnion,asthecasemaybe.

(b〉Intemationalcapacitytobeapartytotreatiesmay,however,

bepossessedbyaconstituentStateofafederationorunion,uponwhich

thepowertoenterintoagreementsdirectlywithforeignStateshasbeen

conferredbytheConstituiton;

(i)IfitisamemberoftheUnitedNations,or

㈹IfitisrecognizedbythefederalStateorUnionandbythe

theothercontractingStateorStatestopossessan
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intemationalpersonalityofitsown。

3.(a)InthecaseofadependentStatetheconductofwhose

internationalrelationshasbeenentrustedtoanotherState,international

capacitytoenterintotreatiesaffectingthedependentStateisvestedin

theStateresponsibleforconductingitsinternationalrelations,exceptin

thecasesmentionedinsub-paragraph(b).

(b)AdependelltStatemay,however,possessintemationalcapacity

tOenterintOtreatieSifan(1inSOfaraS:

(i)TheagreementsorarrangementsbetweenitandtheState

responsiblefortheconductofitsforeignrelationsmay

reservetoitthepowertoenterintotreatiesinitsownnamel

and

(h)TheothercontractingPartiesacceptitsparticipationinthe

treatyinitsownnameseparatelyfromtheStatewhichis

resp・nsiblefortheconductofitsintemationalrelati・ns・

4.Intemationalcapacitytobecomeapartytotreatiesisalso

possessedbyinternationalorganizationsandagencieswhichhavea

separatelegalpersonalityunderintemationallawif,andtotheextent

that,suchtreaty-makingcapacityisexpresslycreated,ornecessarily

implied,intheinstrumentorinstmmentsprescribingtheconstitution

andfunctionsoftheorganizationoragencyinquestion."

ど

ウォル ドックは、本条 の注釈(コ メ ンタ リー)で 、委員会 で の以前 の審議状

況 と前任 の特別報告者 の立場 に も一部ふ れなが ら、要 旨、次 の よ うに提案 の趣
ゆ

旨 を 述 べ て い る 。

(9)id.,PP.36-37.
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1959年 に委員会が採択 した条文草案は、条約締結能力に関する条文を含ま

なかった。その理由は、委員会が条約法について 「法典(code)」 を想定 した

計画を暫定的に採択 しており、またそこでは、「当事者となる能力」 は条約の

「基本的または実質的有効性」に関する問題の一っとして法典第2部 で扱われ

ることとされ、第1部 を条約の 「形式的」有効性に関する問題に限っていたか

らである。もっとも、国際法上条約の当事者となる能力には二重の側面があり、

「条約とみなされる合意の当事者としてはどのような種類の法人格者であるこ

とが必要か」という問題と、「条約と主張される合意の国際法上の有効性」の

問題である。この理由から、 ラウターパクトは、第1報 告書で、条約の基本的

要件を扱 う第1条 と、条約の実質的有効性 との関連で 「当事者となる能力」を

扱 う第10条 の両者の注釈で、 この問題を詳 しく論 じている。今や委員会は条

約法に関する 「条約(convention)」 を想定 した条文草案 を作成 す るのである

から、条約の締結に関する規定から 「当事者となる能力」を省 くことは、条文

に顕著な欠落を残すことになる。

第1項 は条約締結能力に関する一般的規則であり、その定式化に当たっては、

委員会が1959年 草案第2条 の注釈で述べた見解が考慮 された。すなわち、「条

約締結能力は、その能力を有するすべての実体が(entity)必 然的に国際人格

を有するという意味で、国際人格を伴 うが、そのことから、すべての国際人格

者が条約締結能力を有することにはならない」、ということである。なお、「条

約または国際慣習によってそのような能力を付与されたその他の国際法主体」

の文言は、主に国際機構およびローマ法王庁を念頭に置いたものである。

第2項 が扱 う連邦国家の場合について、ラウターパクトとフィッツモーリス

では立場が異なる。前者は、この点に関する草案を何も定式化 しなかったが、

連邦の構成国が一定の状況においてある程度の条約締結権を有すると考えてい

たように思われる。他方、後者は、条約の基本的有効性に関する草案第8条 に

おいて、条約を締結する国際能力を厳格に連邦自体に限定 し、構成国に 「自己
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の権利としての」いかなる条約締結 「能力」を帰属させることをも拒んだ。そ

して、彼は、構成国に付与された条約締結 「権能(authority)」 を、単に下部

機関が連邦 に代わって契約する権能にすぎないとみなした。本項(a〉が原則 とし

て定めることは、 フィッツモーリスが唯一の規則として提示 したものである。

しかしながら、ウクライナや白ロシアの場合のように、連邦憲法および第三国

ともに連邦構成国がある程度の別個の国際人格を有することを承認していると

きに、連邦構成国の条約締結能力を全 く否認することは困難である。本項(b)で

は連邦構成国の無制限の条約締結能力を考慮 してはおらず、構成国は、連邦憲

法と他の締約国の両者によってある程度の別個の国際人格を有することが承認

されるときは、その範囲において、条約締結能力が認めらる。

類似のことは、第3項 が扱 う被保護国およびその他の従属国にっいても問題

となる。かってのモロッコやチュニジアの例では、従属的地位を設定する条約

または取極によって国の外交関係の一般的遂行は他の国に委ねられたが、従属

国は、外国との間で直接に合意を行う可能性が全面的に排除されておらず、国

際法上の国家としての人格を保持 していた。そのような場合、被保護国は、自

己の権利としてある程度の条約締結能力を(そ の行使にっいて保護国の同意を

条件とするにしても)保 有す ると思われる。同 じ程度の条約締結能力は、国の

性格を有しない非自治地域には考えられない。

国際機構による条約締結は別の章で扱うのが適当とする一方で、第3条 で国

際機構の条約締結能力を扱 う理由は、条約締結能力を条約締結手続と区別した

一般的問題と考え、これに関する規定を第1章(条 約の締結)に 含 めるのが論

理的であるとすれば、その適切な場所に本条だからである。第4項 で提案 した

規則は、国際司法裁判所が 「損害賠償事件」に関する勧告的意見で示したもの

と類似の原則、とりわけ 「国際法上、国連は、憲章に明示に規定されてはいな

くとも、その任務の遂行に不可欠であるとして必然的含意によって付与された

権限を有するものとみなされねばならない」、 との見解に基づいている。



32 神戸法学年報 第18号(2002)

2)ウ ォル ドック草案の審議

特別報告者 ウォル ドックが第1報 告書 で提案 した第3条 は、ILC第14会
　

期 の第639、640、658、666会 合 で審議 され た。 そ こで の論 点 は、 詳 細 な ウォ

ル ドック提案 に対応 して多岐 にわた るが、最 も基本的 な問題 と して、 条約締結

能力 に関す る規定 を設 ける こと自体 の是非 が、 審議 の冒頭 か ら論 議 され た。 こ

の点 にっ いて消極 的な立場 を詳 し く展開 したの は、 ヒメ ネス ・デ ・ア レチ ャガ

(Jim6nezdeAr6chagβ)、 トユンキ ン(Tunkin)お よび ロゼ ンヌ(Rosenne)

である。

ア レチ ャガ は、特 別報 告者 の上記注釈 に一部 依拠 しっ っ、次 の ようにいう。

まず、条約 の締結 を、 「有効性」 で はな く 「プ ロセ ス」 の側 面 に力 点 を移 して

扱 うのであれば、能 力の問題 は条約 の実質 的有 効性 に関 す る部分で扱えばよい。

また、「条約 とみなされ る合意 の当事者 と して は どの よ うな種 類 の法 人格 者 で

ある ことが必要 か」 とい うアプローチを突 き詰 め る と、委員会 は国際法の主体

に関す る法全体 を法典化 す る ことにな るであ ろ う。 そ して、 国 また は国際機構

は、条約 を締結 す るに際 して相手 方 の能力 を受諾 す るのであ るか ら、条約締結

能力 にっ いて規定 を設 けな くと も懸念 はない(639thmeeting,paras.13-18)。

アマ ド(Amado)は 、 ア レチ ャガの見解 を全面 的に支 持 しっっ 、 次 の よ うに

1言 で要 約 した。

「いずれ の独立国 も条約締結能 力 を有す ると述 べ る ことは、 その属性 な しに

は用語 の受諾 された意味 での国で はな くな るか ら、 冗長(pleonasm)で ある。」

(id.,para.48.)

他方 、 トユ ンキ ンは、反対 の理 由 と して、 まず伝統的国 際法 と現代 国際法 の

⑳YBILC,1962,VoLI,639th,640th,658th,666thmeetings,pp.57-64,64-71,

193495,240-243.以 下 で は、ILCで の 議 論 にっ い て 、 個 々 に注 記 す る煩 雑 さ を避

け る ため 、本 文 中で 議事 要録 の該 当 箇 所 を付 記 す る。
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相違を強調する。国際能力に関する古い国際法規則は、植民地や被保護国の従

属的地位を認める国際社会の構造を反映したが、今日では、人民の自決権が承

認されており、一般国際法上、いずれの国も条約締結能力に制限を課されない。

もっとも、連邦憲法上その構成国が条約締結能力をもたなかったり、また特別

の合意によって国の条約締結能力が制限されることもあるが、そのような憲法

や特別国際法による制限については、国際法の一般規則を規定する条文草案で

扱う必要はない。また、委員会は、1961年 の外交関係 に関ず るウ ィー ン条約

の基礎となった条文草案を作成するに当たって、慎重な審議の後、外交関係の

開設および使節団の設置について、 その能力(ア ゴーの所謂rightof

legation)に 関する規定を設 けないことに決定した。領事関係条約草案にっい

ても同じである。条約締結能力の問題は、多 くの面でこれらの場合と類似する

(id.,paras.27-34)。

そして、 ロゼンヌは、条約締結能力に関する規定を設けることにっいて、よ

り根本的な疑問を提起した。まず、国際法において、条約締結能力は、国際社

会全体ではなく、主として条約当事者だけの関心事であり、また国際人格の一

側面にすぎない。従って、広大な国際人格の問題に立ち入ることなく、外交関

係条約第2条 に倣 って、「条約締結能力は単純に前提とされている」、と扱って

よい。また、契約との関連で論 じられ、経済的機能をもっ国内法上の能力の概

念から、全 く目的の異なる国際能力を類推することは適当でない。さらに、国

際能力の保有は、暫定的に採択された 「条約」の定義に含意されており、国際

法上の国(独 立 しているか従属 しているかを問わない)の 概念 自体に固有なも

のである。条約の締結自体が、当事者は相互に能力を承認 している確かな証拠

であるから、他の条約当事者による条約締結能力の承認の必要性を論 じること

は余計であり、実際には、代表者の全権委任状の受諾によって処理できる。ま

た、連邦およびその構成国の問題は、一般国際法によって規律できることでは

なく、条約締結権に影響を及ぼす国家構造上の多くの相違に係わるべきではな
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い(id.,paras.59-66)。

これ に対 して、 ブ リッグス(Briggs)と ア ゴー(Ago)は 、特別報告者 の立

場 を基本的 に支持 しっっ、具体 的 な修正 を提案 した。 ブ リッグスは、条約締 結

能力 に関す る規定 を設 け る必要性 には立 ち入 る ことな く、 これを規定 す る うえ

で の4っ の視点、す なわち1)条 約 の当事 者 となる国 際法上 の能力 は国際法 に

よって決定 され ること、2)す べての独立 国 はこの能力 を有 す ること、3)完

全 には独立 して いない実体(entity)の 能力 はその国際関係を遂行す る国 と他

の締約 国の承認 に依存す る こと、 および4)国 際機 構 にっ いては提案第4項 の

実質、 を提示 し、 これ に基づ き第3条 の1-3項 にっ いて多 くの修正 を提案 し

た(id.,paras.20-26)。 これ らの修正案 は、後 に、 次 の よ うに整理 して再 提

出 されてい る(640thmeeting,para.51)。

「1.条 約 の当事者 となる国際法上 の能力 は、 すべて の独立国が有す る。

2.国 以外 の国際法主体 は、条約 または慣習 に よって条約 の当事者 となる能

力 を付与 され る。

3.完 全 には独立 していない実 体が条約 の当事者 とな る国際能 力 は、次 の こ

とに依存す る。

(i〉 そ のよ うな国際能力 にっいての、 国 またはそれが一一部 を構成 しも しく

はその外交関係 を遂行す る国家連合 に よる承認 、お よび

(ii)こ の国際能力 の保有 にっ いての、他 の締 約国 による受諾。」

他方、 アゴーは、 第3条 削除 の提案 に反対 す る理 由 として、条約 の当事者 と

なる能力 は国 際人格 の基 本的 な表現 であ り、 あ る実 体が国際法主体 であ るか否

か を決定す るための基準 の ひとっ は、条約 の当事者 とな る能力 を、 それが制限

されて いるか否 かを問わず有 す るかで あ る、 と指摘 す る。 ただ、 それを 「国際

能力(intemationalcapacity)」 と表現す ると国 際人格 と同等視 され る ことも

あるので、「条約締結 能力(capacitytoconcludeatreaty)」 とい う方 が よ
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いとす る(特 別報告者 も、す ぐ後 で言及 する新提案で は後者の表現 を採用 した)。

ア ゴーの第3条 に対す る強 い不満 は、 その詳細 な規定 の仕方 にあ った。 現行法

上、す べての国際法主体 は、原則 として条約締結 能力 を有 す るのであ るか ら、

まず この規則 を述べ ると、能力が制限 され る場合 を簡潔 に規 定 で きるよ うにな

る。 そ こで、第1項 に関 し、特別報告者 の提案 と実 質 的に同 じもの と して、 次

の ような簡素 な文案 が提示 され た(639thmeeting,paras,55-58)。

「いずれの国お よびその他の いか なる国 際法主体 も、条約 を締結 す る能力 を

有 す る。 ただ し、一定 の国家連 合(union)の 憲 法 また は現行 の国際条約 によっ

て課 された制 限に従 うことを条件 とす る。」

第3条 を基本 的 に重要 な規 定 とみ るグ ロ(Gros)は 、 ア ゴーの定式 化 を、 簡

潔 であ るとともに 「法状況 の完全 な記述」 と支持 した。す なわ ち、国 際法主体

のみが条約 を締結 す ることがで きるのは真実 であ るが、一定 の場合、国 際法 に1

よって一定 の国際法主体 に能 力の制限が認 め られ るこ とも同様 に真実 であ るか

ら、前者 の点 を述 べ るだ けで は十 分で ない(id.,paras.67-68)。

このよ うに、第3条 をめ ぐって対立 す るいず れの立 場 もその理 由 は一様 でな

いが、以上 の主張 のなかには、後 の審議 において も繰 り返 し提起 され る基本 的

な論点が含 まれてい る。審議 の展 開への導 入 として、 い くらか補足 しつつ、 そ

れ らを次 のよ うに整理す ることがで きる。

まず、条約締結能力 は、 ウォル ドックも注釈で言及 す るよ うに、 条約 の締結

および条約 の有効性 の二っ の側面 に係 わ るが、条文草案 で はいず れの側面か ら

規定す るのが適切か とい う問題 があ る。第3条 に反対 す る立場 が、 能力 の問題

は後 に審議 され る有効性 との関連 で扱 えば よい とす るの に対 し、第3条 を基本

的 に支持す る立 場か ら、バ ル トッシュ(Barto首)は 、 有 効 性 との関 連 で扱 わ

れ るの は主 に能力 の欠如 の問題 であ ると主張 し(id.,para.43)、 ま た ヤ シー

ン(Yasseen)も 次 のよ うに述 べてい る。
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「理論上および実際上の両観点から、当事者がそのような能力を有するかど

うかを決定する時点は条約の締結時である。能力の欠如の帰結は、条約の有効

性に関する条項との関連で委員会により審議されえよう。」(id.,para.50.)

次の問題は、「国」 または 「国際法主体」を定義せずにその条約締結能力を

規定することの是非である。第3条 に反対の立場は、国の条約締結能力を扱え

ば、国際法主体の問題全体に立ち入 らざるを得ないことを強調 しっっ、能力は

r条約」の定義 に含め られる問題であり、また条約の締結自体が当事者の能力

の相互承認であるから、改めて能力を扱 う必要はないと指摘 し、実際上の処理

として、外交関係条約と領事関係条約が 「相互の同意」(い ずれ も第2条)を

前提とし能力に関す る規定を置かない例を挙げる。これに対 し、第3条 を支持

する立場は、条約締結能力が国際法主体性の基本的な側面であることを重視し、

また条約法において能力の問題は、外交関係や領事関係におけるよりも重要で

あると主張する。

さらに、条約締結能力を規定する場合、すべての国際法主体の能力が一様で

ないため、また国にっいてはとくに、能力の制限をどのように扱 うかが問題に

なる。 トユンキンの第3条 に反対の立場 は主にこの点に関係するが、彼がとく

に問題とした従属国への言及に関する限り、第3条 を支持する立場か らも削除

が主張された。ヤシーンは、これらの委員が共有する考えを次のように的確に

述べている。

「植民地制度が消滅 しっっある時に、従属国の地位を扱 う規定を起草するこ

とはあまり適当ではないように思われる。委員会は、やがて過去となる事態に

っいて法を定立すべきではない。」(id.,para.51.)

結局、従属国の条約締結能力を扱 う第3項 は、それ自体 としてはほとんど審

議されずに、 この段階で事実上削除されたといえる。 しかし、それは、条約締

結能力の制限が提起する問題のうち限られた側面にすぎず、かえって、能力制

限の問題の核心について見解の対立を鮮明にすることになった。
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ただ、第3条 の賛否 いずれ の立場 に とって も、 ア ゴーが提案 した規定 の簡素

化 に関す る限 り、当面 の作業方法 としては異論 のな い ところであった。そこで、

第639会 合で は、 ア レチ ャガと トユ ンキ ンの第3条 の削除 ない し審議 の延 期 の

提案 につ いて決定す る ことを差 し控 え、特別報告者 の簡素化 された新提案をまっ

て、審議 を継続す る こととな った。

3)ウ ォル ドック の新 提 案

第640会 合 で 特 別 報 告 者 が 提 示 した第3条 の新 文 案(第1、2項)は 、 次 の

とお りで あ る。

「1.条 約 を締 結 す る国 際 法 上 の能 力 は、 す べ て の国 ま た は そ の他 の国 際法

主 体 が 有 す る。 しか しなが ら、 そ の よ うな能 力 は、 そ の国 内憲 法 の規 定 ま た は

そ の機 能 も し くは権 限 を制 約 し も し くは限定 す る何 らか の国 際文書 の規 定 に よ っ

て 制 限 され る ことが あ る。

2.い ず れ の国 ま た は そ の他 の国 際 法 主 体 の条 約 締 結 能 力 も、 そ の憲 法 、 構

成 文 書 、 国 内 法 ま た は慣 行 が 定 め る機 関 を通 じて行 使 され る。」

"1
.Capacityunderintemationallawtoconcludetreatiesispossessedby

everystateorothersublectofintemationallaw.Suchcapacitymay,

however,behmitedbytheprovisionsofitsihtemalconstitutionorbythe

provisionsofanyintemationalinstrumentrestrictingordefiningits

functionsorpowers.

2.Thecapacityofanystateorothersubjectofinternationallawto

concludetreatiesisexercisedthroughsuchorganororgansasitsconstitu-

tion,constituentinstrument,intemallawsorusagesmayprescribe,"

特 別 報 告 者 は、 新 提 案 に先 立 って 、 外 交 関 係 の 開設 と条 約 関 係 の 設 定 の類 似

を認 めっ っ も、 能 力 の問 題 は、 条 約 法 に お い て は、 外 交 関 係 や免 除 との関 連 に

お け る よ り遥 か に重 要 で あ る と指 摘 し、 条 約 締 結 能 力 に関 す る規 定 を 草 案 中 に
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設 ける必要 があ ることを強調 した。 また、 さきの ア ゴーの定式化は、要 す るに、

「国際法上、条 約締結能力 は、 すべての国お よびその他 の国 際法主 体 が、 国 内

憲法規定 または現行条約 によって課 された制 限を除 いて、有 す る。」 とす る も

ので あ り、受諾 で きない。特 別報告者 は、 「国 またはその他 の 国 際法主 体 が国

際法上条約 を締結す る能力 それ 自体 と、憲法上 の機 関 によ るその能力 の行使 ≧

の区別 」を示す ことが必要 と考 え た。 もっとも、 国内憲法上 の制限 に言及 す る

ことは問題 をさ らに広 げ、 また新 た な困難 を惹 起 す るか も しれ な い、 とい う

(640thmeeting,paras.2-9)。

この新提案 に対 して も強 い異論 を唱え たの は、 ア レチ ャガ と トユ ンキ ンであ

る。 ア レチ ャガによれ は、憲法上 の制限 を規定 す ることは、条約 の有効性 に対

す るかか る制 限 の効果 とい う新 たな領域 に立 ち入 るもので あ り、実 際上、国 が

条約義務 を回避 す る目的で 自国憲法上 の制限 を援用 す る ことを許す ことになる。

また、 国以 外 の国際法主体 も条約 締結能力 を有す ることが原則 と規定されるが、

連邦構成 国お よび国際機構 のいずれ にっ いて も、現行 の法状況 はそれ と全 く逆

であ って、連 邦憲法 また は基本文書 で認 め られ る場合 のみ この能力 を有す るに

す ぎない。 そ こで、再度、規定 の全面削除 を主 張 した(id.,paras.11-16)。

他方、 トユ ンキ ンは、別 の観点 か ら、国内憲法規定 や以前 の条約 に基づ く条約

締結能力 の制 限を規定す ることを問題 に した。 と くに、条 約 による能力 の制限

に言及 す ることは、植民地制度下 の状況 を反映 しかねない ので賢明 でな く、一

般国 際法 に関す る限 り、 いず れの国 も条約締結能力 を有 す る、 と述べ れば十分

とす る。 ただ、 その場合、第1条 の条約 の定義 で規定 す る ことと同 じになるた

め、審 議 の延期 を提案 した(id.,paras.1748)。 ほか に、 ア マ ドは、 実 際 の

条約締結 に当た って、 その任 にあ る者 は、条約締結能 力を有 しない実体 と交渉

す る ことがない よ う常 に注意 を払 うか ら、第3条 が削 除 されて も、失 われ るも

のは何 もない とい う(id.,paras.35-41)。

以上 の審議 の なかで、第3条 の扱 いにっ いての具体 的提案 としては、1)特
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別報告者 の新提案(第1、2項)、2)ア ゴー提案(第1項 に関 す る限 り、 特

別報告者 の提案 と実質 は同 じ)、3)ブ リッグス提案 、4)ト ユ ンキ ンによ る

審議延期 の提案～ の4案 が提示 され、 この うち1)と3)が 起草委 員会 に付託

され ることにな った。

4)起 草 委 員 会 提 案(1)

起 草 委 員 会 は、 次 め よ う条 文 を提 案 した。

「第3条 条 約 締 結 能 力

1.国 際 法上 条 約 を締 結 す る能 力 は、 国 お よ び そ の 他 の国 際法 主体 が有 す る。

2.条 約 を締 結 す る能 力 は、 そ の能 力 に関 係 す る条 約 の規 定 に よ って 制 限 さ

れ る こ とが あ る。

3.連 邦 にお いて は、 条 約 を締 結 す る能 力 は連 邦 憲 法 に依 存 す る。

4.国 際 機構 の場 合 に は、 条 約 を締 結 す る能 力 は当 該 機 構 を設 立 す る文 書 に

依 存 す る。」

"Article3 -Capacitytoconcludetreaties

1.Capacitytoconcludetreatiesunderintemationallawispossessed

bystatesandbyothersubjectsofinternationallaw.

2.Thecapacitytoconcludetreatiesmaybelimitedbytheprovisions

ofatreatyrelatingtothatcapacity.

3.ln・afederation,thecapacitytoconcludetreatiesdependsonthe

fe(1eralconstitution.

4.lnthecaseofintemationalorganizations,thecapacitytoconclude

treatiesdependsontheinstrumentbywhichtheorganizationconcerned

wasconstituted.,'

この起 草 委 員 会 草 案 を審 議 した第658会 合 の 冒 頭 で 、 ヤ シ ー ンは 第2項 に つ

い て の立 場 を留 保 し、 条 約 に よ る制 限 に よ って 国 の条 約 締 結 能 力 を喪 失 させ る
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ことはで きな いと主張 した(658thmeeting,para.89)。 この指摘 は、条約 締

結能力 の制 限 にっ いて、論点 の中心 が制 限 の範囲 ない し限界 にあ ることをを改

めて示唆 す る。 ブ リッグスは、第2項 と第3項 の削除 を提案 し、第3条 は第1

項 と第4項 のみで十分 と主張 した。 すなわ ち、第2項 にっ いて は、条約締結能

力 の制 限 は条約 の有効性 に係 わ る問題 で ある とともに、 国が いか なる条約 も締

結 で きないな らば実際 には国 で はな い、 とい う委員会 の前 提を否定す る もので
ロリ

あ る。 この点 で、ハ ーバ ー ド草案第3条 は、「一 定 の」条 約 を締結 す る能力 の

制 限にのみ言及 して いる。 また、第3項 につ いて は、"federation"の 語 が曖

昧であ るほか、 その条約締結能力 は連邦 憲法 のみに よって付与 され る もので は

ない(id.,paras.93。96)。 この両項 削除 の提案 にエル ・エ リア ン(E1-Erian)

が賛 同 した(id.,para.101)ほ か、 ロゼ ンヌは、条約法 を国 内法 か ら切 り離

そ うと して きた委 員会 の これまでの立場 を維持す べ きであ る、 との理 由で第3

項 の削 除を(id.,para.100)、 また トユ ンキ ンは、 「条約 締結 能 力 の制 限 の可

能性 に は条文 自体で言及 さえすべ きで ない」 と第2項 の削除を、 それ ぞれ強 く

主張 した(id.,para.104)。

各項 の修正 と して、 カス トレン(Castr6n)は 、第1項 に関 し、 国 お よ びそ

の他 の国際法主体 ともに条約締結能 力 は一様 でないか ら、 「国 際社 会 の構 成」

国お よび 「一 定 の」 その他 の国際法主体 と語 を追加 す る、第2項 にっ いては、

(1bハ ー バ ー ド ・ リサ ー チ 「条 約 法 草 案 」(DraftConventionontheLawof

Treaties)は 、 次 の よ うに規定 す る。

「第3条 条 約 締 結 能力

条 約 を締 結 す る能 力 は、 す べ て の国 が有 す る。 ただ し、 国 の一 定 の 条 約 を締 結 す

る能 力 は制 限 され る こ とが あ る。」

"Article3
.Capacitytomaketreaties

CapacitytoenterintotreatiesispossessedbyallStates,butthecapacity

ofaStatetoenterintocertaintreatiesmaybylimited,"

SμpplementtotheAmericanJoumalofIntemationalLaw,VoL29,No.4,

1935,P.657,
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条約締結能 力 は条約 規定 だ けで な く一般国 際法 の規則 に よ って も制 限 され る こ

とがあ るか ら、 そ の旨を規定す る、第3項 で は連 邦(federation)に 言 及 す る

だ けで は十分 でな く、条 約 によ り形成 され構成 国 の条約締結 能力 が制 限 され る

そ の他 の連 合(unionofstates)の 場 合 も含 め て規 定 す る こ とを提 案 した

(id.,paras.90-92)。 バ ル トッシュ(id.,paras.97-99)は 、 この うち第1項

の修正 には、曖昧 さを追加す るだ けで改善 にな らない とす る トユンキ ンや アマ

ド(id.,paras.105,107)と 同様 に反対 した が、 第2項 の修 正 に は賛 成 し、

第3項 の修正 につ いて はフェア ドロス(Verdross)(id.,para.88)と と もに

同 じ見解 で あ る。 ま た第4項 にっ いて は、 ブ リ ッ グ ス・と トユ ンキ ン(id.,

paras.96,106)か ら国際機構 の設立文書 だ けに言及 す るの は狭 す ぎる との意

見が出 され た。 ほか に、 アマ ドは、全体 と して、条約締結 能力 の実 質 は実際 に

は条約 の有効性 の問題 に係 わ るか ら、第3条 で は要点 の みを簡潔 に規定す るに

とどめ るよ う繰 り返 し主張 した(id.,paras.103,107,110)。

これ らの議論 を整理 して、特別報告者 は、第2項 が本 当 は条約 の有効性 に関

す ることを扱 い、 また第3項 は国 内憲 法上 の問題 を扱 う てい るとの指摘 にいず

れ も同意 しっ っ、委員会 に これ ら両項 を保持す るか ど うかの決 定 を求 めた。 と

同時 に、彼 自身 の当初 の考 えか らあ ま りに も掛 け離 れ、起草委 員会提案 に まで

切 り詰 め られた第3条 全体 が保持 す るに値す るか ど うか にっ いて も、初 めて疑

問を表 明 してい る。 ただ、第3項 にっ いて は、国 際法 でな く憲法 の観点 か ら規

定 してい るとの批判 に応 え るため、 「連邦国 家(federalstate)に お いて は、

連邦国家 お よびその構成 国が条約 を締結 す る能力 は、連邦憲 法 に依 存 す る。」

との修正 を提案 した(id.,paras.102,113414)。

結局、第2項 削 除の提案 は、賛成7、 反対7、 棄権7に よ り、 また第3項 削

除の提案 は、賛成8、 反対12、 棄権1よ って いず れ も否 決 され た後 、 特 別報

告者 の第3項 修正案 は、賛成15、 反対0、 棄 権6に よ り採 択 され、 この修正

を伴 う第3条 が再 び起 草委 員会 に付託 され ることにな った。
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5)起 草 委 員 会 提 案(2)

起 草 委 員 会 が新 た に提 案 した条 文 は、 次 の とお りで あ る。

「第3条 条 約 締 結 能 力

1.国 際法 上 条 約 を 締 結 す る能 力 は、 国 お よび そ の 他 の国 際法主体 が有 す る。

2.条 約 を締 結 す る能 力 は、 そ の能 力 に関 係 す る条 約 の規 定 に よ って 制 限 さ

れ る こ とが あ る。

3.連 邦 国 家 にお いて は、 連 邦 国 家 お よび そ の 構 成 国 が 条 約 を締 結 す る能 力

は連 邦 憲法 に依 存 す る。

4.国 際機 構 の場 合 に は、 条 約 を締 結 す る能 力 は当 該 機 構 の設 立 文 書 に依 存

す る。」

"Article3 -Capacitytoconcludetreaties

1.Capacitytoconcludetreatiesunderintemationallawispossessed

bystatesandbyothersublectsofinternationallaw。

2.Capacitytoconcludetreatiesmaybelimitedbytheprovisionsof

atreatyrelatingtothatcapacity.

3.Inafederalstate,thecapacityofthefederalst&teandits

componentstatestoconcludetreatiesdependsonthefederalconstitu-

tion.

4.Inthecaseofinternationalorganizations,capacitytoconclude

treatiesdependsonthecons砒utionoftheorganizationconcemed・"

起 草 委 員 会 の再 提 案 を審 議 した 第666会 合 の 冒頭 で、 ブ リ ッグ ス は、 第2、

3項 だ けで な く、 新 た に第4項 の 削 除 も主 張 した(666thmeeting,paras.17-

20)。 これ に対 し、 特 別報 告 者 は、 第3条 が第1項 の み か らな る場 合 に は、 す

で に 「国 際 法 主 体 」 に言 及 す る第1条1項(a)で の条 約 の定 義 に委 ね れ ば よ い、

との見 解 を示 した(id.,para.42)。 そ こで 、 会 合 の最 後 に、 ロ ゼ ン ヌ は 、 第
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3条 全体 の削 除を提案 し、 これ までの 自己の立場 を次 のよ うに要 約 した。

「第1項 は明白な ことを述 べてお り、 国際法 の法典 化 とも漸進 的発達 ともみ

なす ことはで きない。第2項 と第4項 は、基 本的 に有効 性 および他 の条約 の解

釈 に関係す る。第3項 は、本 当は国 内憲法 の解 釈 に係 わ る。国 際法 における能

力 は、国内契約法 における能力 とは全 く異 な る機能 を有 す る。第1条1項(a)の

注釈で能力 にい くらか言及す るだけで十分 であ る。」(id.,para,63.)

この間 の審議 にお いて、新 たに提起 された問題 は多 くな い。 まず第3項 にっ

いて、 フェア ドロスは、「連邦国家 お よびそ の構成国」 か ら 「連邦 国家 および」

を削除 し、 構成 国の表現を1`componentstates"か ら"memberstates"に

変え るよ う提案 した(id.,para.22)。 と くに前者 に関 し、 連 邦 国 家 自身 は第

1項 に該 当 し、 条約締結 能力 の制限が問題 とな るの は連邦構 成国 のみであ るか

ら、 この削 除提案 は異論 な く支持 され た。第2項 にっ いて は、 トユ ンキ ンが、

強制 による条約 を念 頭 に置 きっっ、 国 の条約締結能 力が国 際法 に違反 して締結

された条約 により制 限 され ることを意 味 しか ねない と して、再 び削除 を求 めた

(id.,para.44)。 また、能力 の制 限の効果 を一定 の条約 の締結 に限定す る問題

について も、 同 じ議論 が繰 り返 された。 エル ・エ リア ンが、第2項 は少 な くと

もハ ーバ ー ド草案 第3条 と同 じ仕方 で規 定 す べ き で あ る と主 張 した(id.,

para.26)の に対 し、特別報告者 は、「その能 力 に関係 す る」 条 約 規 定 と は正

にそのよ うな能力制限 の効果 を限定す る目的で導入 され た と述 べ(id.,para.

35)、 決着 がっかなか った。第4項 にっ いて は異論 が多 く、 国 際機 構 の設 立 文

書 にのみ言及す るこ との是非が引 き続 いて論 じられ た ほか、新 たに、 トユ ンキ

ンとバル トッシュは、国際機構 の設立文書 に言及 す る ことによ り、 すべての国

際機構 にっ いて、条約締結 能力を付与す る設立文書 およびそれ に基 づ き締結 さ

れた条約 が対世 的(ergaomnes)効 果 を もっ と解 され るお そ れ の あ る こ とを

指摘 した(id.,paras.24,31)。

結局、 まず第4項 削 除の提 案が表決 に付 された と ころ、 同提案 は、賛成8、
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反対8、 棄 権2に よ り否決 された。次 いで、第2項 削除 の提案 は、賛成9、 反

対8、 棄権2に よ り採択 され、 同項 の削 除が決定 した。 その後、順次、第1項

は、賛成18、 反対0、 棄権1に よ り、 フェ ア ドロスの修正 を伴 う第3項 は、

賛成9、 反対7、 棄権3に よ り、 また第4項 は{賛 成9、 反対8、 棄権2に よ

り、 それぞれ採択 され た。 そ して、 第3項 の修正 を伴 う第3条 全体 は、賛成1

2、 反対1、 棄権5に よ り採択 され、 ここに、国 に関す る限 り条約締結能力 の

制限 に言及 しないILC1962年 仮草 案が成立 した。

2.ウ ォル ドック第4報 告書 とその審議(1965年 第17会 期)

1)ウ ォル ドックの第3条 削除の提案
ゆ

ILCが 第14会 期(1962年)で 採 択 した 草 案 は 、 次 の と お り で あ る。

「第3条 条 約 締 結 能 力

1.国 際 法 上 条 約 を 締 結 す る 能 力 は 、 国 お よ び そ の 他 の 国 際 法 主 体 が 有 す る。

2.連 邦 国 家 に お い て は 、 連 邦 の 構 成 国 が 条 約 を 締 結 す る 能 力 は 連 邦 憲 法 に

依 存 す る。

3.国 際 機 構 の 場 合 に は 、 条 約 を 締 結 す る能 力 は 当 該 機 構 の 設 立 文 書 に 依 存

す る。

"Article3 -Capacitytoconcludetreaties

1.Capacitytoconcludetreatiesunderinternationallawispossessed

byStatesandbyothersubjectsofinternationallaw.

2.InafederalState,thecapacityofthememberstatesofafederal

uniontoconcludetreatiesdependsonthefederalconstitution。

3.lnthecaseofintemationalorganizations,capacitytoconclude

treatiesdependsontheconstitutionofthe・organizationconcerned."

(12》YBILC,1962,VoLII,p.164.
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ILCが 採択 した条文草案 は、逐次、国連総会に報告され第六委員会での審

議に付されるとともに、書面による所見を求めるため各国政府に送付された。

1962年 草案 にっいて書面による所見を提出した国のうち、第3条 に言及 した
ゆ

国 は8ケ 国 と多 くないが、 それ らはいずれ も同条 に批判 的 であ った。 オース ト

リアは、第3項 での国際機構 の条約 締結 能力 に対 す る制限 が正 当で ない と、 同

項 の削 除を含 めた見解 を述 べ る。 フ ィンラン ドは第1項 で の国以外 の国際法主

体 への言及 と第3項 、 また は別 の方 策 と して第3条 全体 、 イスラエルは第2項 、

日本 は第2、3項 にっ いて、 それぞれ削 除 を提案 した。 オ ランダは、国以外 の

国際法主体 にっいて同 じ意 味が共有 され うるか疑問視 し、 また第2項 は、 自国

の よ うな、連邦以外 の形態 の国 に も適 用で きる と指摘 す る。他方、イギ リスは、

「国際法主体」が適切 に定義 されて いないか ら、 ウォル ドック草 案 の第1項 の

方 が よい と し、 また、完全 な主権 を もたないが一定 の条 約締結能力 を有す る国

や地域 に全 く言及 がない と指摘 す る。 アメ リカ も、 同様 に、植民地 や従属地域

は限定 的 に対外 関係 の遂行 が委 ね られ る ことが あ り、 と くに独立 に向か う過程

で一定 の条約締結能 力が認 め られ ることが必要 であ るか ら、第1項 の 「国際法

主体」 にこれ らを含 めるべ きで あると主張 し、第3項 にっ いてはオ ース トリア

と同様の指摘をす る。 そ して、 スエーデ ンは次 の ように、 とくに第1項 に言及

しっっ、第3条 全体 にっ いて有 用性を疑問視 した。

「第1項 の規則 は、必 然的 に幅 の広 い文言 で述 べ られて お り、 また明 らか に

あま り有 用で はな い。 他方 で、 この点 のいかな る詳細 な起草 も多大 な困難 に直

面す ることは必 定で あって、国や国際機構 の実行 お よび国際裁判 所の判決 にお
　

いて生起する法の発達に委ねる方がよいであろう。」

(1紛 以 下 の諸 政 府 の所 見 の うち、 オ ラ ンダ以 外 は、YBILC,1965,VoLII,pp.16-18,

オ ラ ンダにつ いて は、YBILC,1966,Vol.II,p.313.な お 、 国 連 総 会 第 六 委 員 会

で の審 議 にっ いて は、 後 述(59頁 以 下)参 照。

(1のYBILC,1965,Vol.II,p.17.
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ロむ

特別報告者 ウ ォル ドックは、1964年 に提 出 した第4報 告書 にお いて、 これ

ら諸政府 の所見 とILCの 第14会 期 におけ る審議 の記録 を慎重 に検 討 した後、

能 力の問題へ の一切 の言及 を省 いた1961年 の外 交 関係 条 約 の例 に倣 って、 条

約締結 能力 に関す る第3条 全体 の削除 を提案 し、次 の よ うに、 その理 由を述 べ

た。

「特別報告者 は、能 力の問題が条約法 において は外交関係法 にお けるより重

要 であ ると考 え る委 員 と見解 を同 じくす る。 しか し、現草案第3条 にお けるよ

うな問題 の切 り詰 めた(truncated)取 り扱 いの価値 と、 現 在 の状 況 で一 般 的

受諾 を得 る合理 的な展望が あ り一層広汎 にわた る規定 を定式 化す る可能性の双

方 とも疑 わ しい。同条第2項 の条文 は、委 員会で賛成9、 反対7、 棄権3の 僅

差 の過半数 によ り採択 された。 それで も、同項 は、 い くっか の類似 の問題 の一

っ しか扱 って いない。第3項 の条文 は、賛成9、 反対8、 棄権2と さ らに僅差

の過半数 で採択 された。 さ らに、委員会 は条文草案 の特定 の規定 を国 の間の条

約 に限定す る ことに決定 した ので、国 際機構 が条約 を締結す る能力 を規律 す る

規則 は、条文草案 に含 め る資格が、 か りにあ ると して も、極 めてわずかである。

第1項 は、委員会 の ほぼ一致 した支持 を得 て、 賛 成18、 反対0、 棄 権1の 表

決 によ り採択 され た。 しか しながら、 同項 で述べ られた規則 は、すで に第1条

1項(a)で の 『条約』 の定義 に含意 されてお り、 またス エー一デ ン政府 の所見 にみ

るように、 同項 は、 それ 自体 で は、能 力の問題 を解決 す る上で あま り有用で は

な8。 」

ウォル ドックが第4報 告書 で提示 した第3条 削 除 の提 案 は、ILC第17会
　

期 の第779、780、810、811、816の5会 合 に わ た って 審 議 され た。 も っ と も、

α5》DocumentA/CN.4/177andAdd.1and2.Fourthreportonthelawof

trea七ies,bySirHumphreyWaldock,SpecialRapporteurlidりpp。3-72.

(1④id.,P.18.

(1のYBILC,1965,Vo1.1,779th,780th,810th,811th,816thmeetings,pp.23-29,

30-31,245-249,249-252,280-281.
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第3条 のうち、第1項 中の主 として国際機構を念頭においた 「国以外の国際法

主体」への言及と、国際機構の条約締結能力に関する第3項 の削除にっいては、

この審議を通 じて異論がなく・一般的に支持された。第14会 期(1962年)で は、

第3条 を採択する一方で、条文草案の範囲を国の間で締結される条約に限定す
　

ることが決定 されていたか らで ある。第3条 の審議 において、 冒頭 か ら賛否 の

対立がLLCを 二分 したの は、第1項 が規定 す る国の条約締結 能力 についてで

ある。

特別報告者 の提 案 を支持 し、第3条 の削除 を主 張す る立場 も同 じでないが、

その多 くが挙 げたのは主 に実際的理 由であ る。 この側面 を詳 しく論 じたデ ・ル

ナ(deLuna)に よ ると、委員会 は、条約締結 能力 の問題を網羅 的 に検討 す る

か、第3条 を削除 す るかを選択 すべ きであ る。 諸政府 の コメ ントが示すように、

能力 の問題 は、部分 的な定式化 は望 ま しくな く、 それが生 じる都度 、国家実行

と状況 に従 って処理 すれば よい。 この方 策 は、国 際法 が ヨー ロ ッパ中心 か ら普

遍的へ と移行す る過程 にあ ることか らも望 ま しい。 また、不可 知論者 を自認す

る彼 による と、第3条 の全部 または一部 が保持 されて も、 その起草 は非常 に困

難 であるか ら、結果 が努力 に見合 わない。委員会 が 「法典」 を起草す る場合 は、

能力 の問題 を扱 うことが必要 であろ うが、条約 の草案 で は、 体系的 アプローチ

よ りも実 際的処理 を優先 させ るべ きであ る。第3条 を削 除すれ ば、草 案 は外交

会議 で より受 け入 れ られ るであ ろう(779thmeeting,paras.28-29)。 前 回 の

第14会 期で第3条 に多 くの根本的 な疑 問 を提起 した ロゼ ンヌ も、 今 回 は単 純

にデ ・ルナの見解 に同調 し(id.,paras.30-31)、 また エ ライア ス(Elias)は 、

解決す るよ りも多 くの問題 を惹起 す る と第3条 の削 除を支持 した(id.,paras.

41.44)。 アマ ドとブ リッグスは、 それ ぞれ前 回の発言 を再確認 したが、 両者 の

立場 は同 じで ない。 アマ ドは、特別報告者 の提案 が、「いず れ の独立 国 も条約

(1aYBILC,1962,VoLII,p.161,para.2L
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締結能力 を有 す ると述 べ る ことは、 その属性 な しには用語 の受諾 された意 味で

の国で はな くな るか ら、 冗長で ある」、 とい う前回 の 自 らの指摘 と一致 す る こ

とに満足 の意 を表 明 した(id.,para,61)。

他方 、 ブ リッグスは、前 回提示 した条約締結能力 を規定す る うえでの4っ の

基本点 を想 起 しっっ、 これ らの視点 をすべ ては受 け入 れず妥協 の結果で あ る第

3条 に強 い不満 を表 明 し、,またILCが 受諾可能 な条文 を採択す る能力 を も疑

問視 して次 の よ うにい う。

「状況 は、 委員会が、政治 的理 由か ら、完全 には独立 して いない実体 の条約

締結能力 を討議 す る ことがで きず、 またかな り厳格 な論理 を理 由 に、国以外 の

国際法主体 の能 力 または国 際機構 の能力 を討議 しないよ う期待 されて いる、 と

い うものであ る。 従 って、述 べ得 るすべての こ とは、第1項 の最初 の部 分、す

なわち 『国 際法上 条約 を締結す る能力 は、 国が有す る』、 とい う ことに な る。

これで は、 ほとん ど十分で ない。」(id.,para.68.)

そ こで、 ブ リッグスは、現在 の規定 のま まで は、第3条 の削除 を主張 した。

しか し、 デ ・ルナ とカス トレンは、 む しろ、 「国」 を定義 せず にそ の条 約 締結

能力 を規定 して も得 るところは少 ないか ら、第3条 を保持 す るな らば、 国の概

念 の定義 とい う難題 に着 手 す る必要 が あ る と指 摘 して い る(id.,paras.77,
ノ

80)。

これ に対 して、特別報告者 の第3条 削除 の提案 に反対 し、 とくに、国 の条約

締結能力 に関す る規定 の保持 を繰 り返 し主張 したの はラ ック ス(Lachs)で あ

る。 すなわ ち、 第1項 は基本 的な問題 にふれ る最 も重要 な規定 の一っで ある。、

この規定 は宣言 的で、 あ るが ままの法 を反映 してお り、新 たな法 の創設 を意図

して いない。重要 な点 は、すべ ての国 が固有 の権利 として条約締 結能力 を有す

る、 との原則 を明確 に曖 昧 さを残 さず に述 べ ることで あ る(id.,paras.25-26,

780thmeeting,paras.2-5)。 ヤ シー ンが、端 的 に、 「国 は、 条約 を締結 す る
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能力 を有す る」 との文案 を提 案 した の も、 同 じ趣 旨で あ る(779thmeeting,

para.10)。1962年 の第14会 期で第3条 に強 く反対 していた トユンキ ンは、 今

回は態度 を一変 させ、 「有用 な要素 を含 む」 同条 の保持 を次 の よ うに主 張 した。

す べての国 の条約締結能力 を規定 す ることは、新 しい国際法 の反 映 として、今

日、大 きな法的政治 的重要性 を もっ。古 い国際法 は、 植民地 的従属 の現 れで あ

る、完全 には独立 していない国 の存在 を認 めた。 しか し、国連総会 の植民地独

立付与宣言 に発展 した現代国 際法 は、一 国 の他国へ の いか な る従属 を も禁止す

るか ら、今 や、す べての国 は条約 を締結 す る能力 を有 す る、 との新 しい国際法

規則 が存在す る。 そ こで、第1項 を保持 す るだ けでな く、「す べて の 国 が、 国

際法上条約 を締結 す る能力 を有 す る」 ことを明確 に規 定す る必 要 が あ る(id.,

paras.36-38;811thmeeting,para.19)。 同様 に、 エル ・エ リア ン も、 第3

条 は、現代国 際関係 の現実 と要求 に一 致す るよ うに、 主権 の属 性 と してすべて

の国の条約締結能力 を一 般的 に規 定すべ きで あ り、 またその際 は、原則 を宣 明

す ることが重要 であ って、「国」 の定義 な ど細部 に立 ち入 る必 要 はな い と主張

した(779thmeeting,paras.55-57)。 またバ ル トッシュ は、 国際 法 の漸 進 的

発達 の見地 か ら第1項 の立場 を支持 した(id.,para.82)。

一方
、 パ レデ ス(Paredes)は 、草案全体 のなかで最 も重 要 な規 定 の一 っ と

して第3条 の保持 を主 張す ると同時 に、「委 員会 が、定式 化 の た め に は多 大 な

作業が必要 な条文 を次々 と捨 て る」 ことに失望感 を表 した(id.,paras.45-50)。

第1項 との関連 で、 その よ うな問題 の一っ は、条約 締結能力 の制限 に言及 す る

か どうかであ る。 すで にふれ たよ うに、 イギ リスとアメ リカ は、書面 による所

見で、一定 の従属地 域の制限 され た能力 に言及す るよう要求 していたが、ヤシー

ン、 エル ・エ リア ン、バル トッシュは この点 を取 り上 げ、 今 日の国 際法 の下 で

認 め られな い制 限への言 及 に強 く反対 した(id.,paras.9,59,85)。 しか し

なが ら、 トユ ンキ ンや エル ・エ リア ンも、 植 民 地 的従 属 を否 認 す る一 方 で、
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「平等 を基礎 に し今 日の国際法の要求 と合致 した」、「実 際上 の必 要 に役 立 ちま

たは特殊 な関係 を考慮 した」取極 の可能性 を排 除 して いない(id.,paras.38,

55)。 よ り一般 的 に、 アゴーは、能力 の喪失 を伴 う事態 を除外 す るに して も、

「一国 が 自己の条約締結能 力を喪失 す る ことな く、 その国際 的代 表 を他 国 に委

ね る一 定 の関係」が存在す る こと は杏 定 で きな い、 と主 張 した(id.,paras.

18-20)。 そ して、両者 の立場 か ら着想 を得 て、 ル テール(Reuter〉 は、 強行 規

範(juscogens)の 観点 か ら第1項 を規定 す る次 の文案 を提 示 した。 「条約 締

結能力 は国家主権 の基本的属性 であ り、国 は、 国家平等 と相互性 を基礎 とす る

ほか は、 それを放 棄す る ことがで きない。」 この種 の規定 は、 植 民地 主 義 と不

平等条約 を非 難す るヅ方で、連邦主義 や国 際機構 の システムを害 さない定式化

とい う(id.,para.38)。 またペ スー(Pessou)は 、 ルテ ール の提 案 とア ゴー

の立場 は補 完的で あ り`、両者 を基礎 に、す べての要 求を調 整す る最低限 の条文

を作成 で きると考 え た(id.,para.65)。 しか し、委員会 で は、 ルテ ー ル提 案

が企図 した よ うに、両視点か ら能力制限 の問題 に接近 し、 いずれを重視す る立

場 にとって も受諾 で きる定式 を具体化す ることは、ほとん ど追求 されずに終わ っ

た。

第1項 を保持 す る場 合、連邦構成国 に関 す る第2項 を留 め置 くか ど うかが次

の問題 であ る。 トユ ンキ ンは、第2項 は第1項 の 「論理 的帰結]で 有用 と、次

の ように主張 した。 第1項 は、一般国際法 が国 の条約締 結能力 を何 も制限 しな

い ことを意 味す るか ら、その よ うな制限 は国 内法 の規定 にのみ起因す る。 もし

構成国 が条約締結権 の全部 または一部 を 自ら保持 した まま連邦を形成す るな ら

ば、一般国 際法上 それを妨 げる もの は何 もない(id.,para.39)。 ま た エ ライ

アス も、第2項 は第1項 か ら論理 的 に導か れ、条約締結権 を め ぐる連邦政府 と

構成国 の対立 は憲法規定を基礎 に解決すべ きであると指摘 した(id.,para,43)。

ア ゴーは、次 のよ うな理 由で、第2項 の削除 に反対 した。 第1項 で、すべて の
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国 が条約締結能力 を有す るとの規則 を規定 す るな らば、連邦国 家 に関す る留保

条項(savingclause)を 追加 す る必要 が ある。 かか る条 項 が な けれ ば、 第1

項 の規則 は、連邦 において は、各構成国 が 自動 的 に条約 締結能力 を有す る こと

を意味す る ことにな る。 もっとも、国 際法主 体で あ る国 と国内法上 だ けの人格

を もっ連邦 構成国 の両者 ともに"State"と 呼 び、 この語 を二 重 の意 味 で用 い

る ことは困難 を惹起す る(id.,para.76)。 バ ル トッシュ は、 この よ うな見 解

とは反対 に、第2項 は一般国際法 に も関係 す ると考 え る。連 邦構成 国の条約締

結能力が連邦憲 法 に依存す ると明示す る ことに よ って、紛争 を防止 し解 決の基

準を規定 す るか らで ある(id,,para.83)。 ・ゼ ンヌは、r問 題 の核心」 は連邦

構成 国が締結 した条約 の当事者 は誰かで あ り、 国際平面 にお ける この現実 の問

題 に解決 が見 出せな ければ、第2項 も削除 した方がよいとい う(id.,para.87)。

以上 の ように、賛否 の見解 が委 員会 をほぼ二分 す るなかで、特別報告者 ウォ

ル ドックは、委員会 がいずれ にせ よ僅差で第3条 の採否 を決 定すべ きでな く、

起草委員会 の定式化 を まっ ことを提 案す る とともに、第1、2項 を保持 す る有

用性 を改 めて疑 問視 し、 次の よ うに論 点 を整理 した。第1項 につ いて は、 いず

れの国 も条約締結能力 を有 す ることの単純 な確認 は冗長 であ るか、 また は本条

爾 目的上 「国」 とは何 か とい う問題 を提起 す る。1962年 草案第3条 の注釈 が、

「『国』 の語 は、 ここ(第1項)で は、 国連 憲章、裁判 所規程、 海洋 法 に関す る

ジュネー ブ諸条約 および外交関係 に関す るウ ィー ン条約 におけ ると同 じ意味 で

用 い られ る」 と述べ るのは、 この難題 を覆 い薩す もので ある。僅かの過半数 は、

「いずれの国 も、国 際法上条約 を締結 す る能力 を有 す る」、 とい った広 い確認 の

挿入 を求め るが、 それ は条約 の定義 に含意 されて い る。 い くらかの委 員 はさ ら

に進んで、固有 の権利 を強調す るか、 また はこの権利 が制 限 され うる範囲 につ

いて言及 す る ことを求 めた。

問題 は、 国の間 には連合、部分的連合、小規模 の国 際機 構 の取極 など、非常
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に多様な関係があり、当事国の法的地位が決して明らかでないことである。ま

た、投票権が平等でない場合のように、これらの取極は、常に厳格な平等を基

礎として創設されるわけではない。従って、平等と相互性を述べるに当たって、

関係当事国が完全に任意で結んだ取極を害さないよう注意する必要がある。国

の条約締結能力の一般的な確認は、 リヒテンシュタインとスイスやベネルック

ス間のような関係にも影響を及ぼすおそれがある。

第2項 にっいては、第1項 に続けて連邦 とその構成国に言及するのが論理的

とする意見があった。1962年 草案の注釈 は立場を留保 し、 構成国は連邦の機

関として条約を締結するのか、または自己の権利においてそうするのかという

問題が生 じることもあるが、その解決は憲法の規定に求めねばならない、と述

べている。しかし、問題は構成国を国際法上条約当事者とみるかどうかであり、

第2項 はそのような場合があるとい う立場を暗黙に受け入れている。とすれば、

連邦とその構成国の法関係にっいて、多くの難問が隼 じることに留意する必要

が ある(780thmeet三ng,paras.6-11)。

結局、特別報告者 の提案 に従 って、第3条 は、第1項 中の国以外 の国際法主

体へ の言及 と第3項 全文 を削 除の うえ、起草委員会 に付 託 され た。

2)起 草 委 員 会提 案(1)

起 草 委 員 会 が 提 案 した条 文 は、 次 の とお りで あ る。

「第3条 国 の条 約 締 結 能 力

1.条 約 を 締 結 す る能 力 は、 い ず れ の 国 も有 す る。

2.連 邦 の構 成 国 が 条 約 を締 結 す る能 力 は、 連 邦 憲 法 に依 存 す る。」

"Article3 -CapacityofStatestoconcludetreaties

1.CapacitytoconcludetreatiesispossessedbyeveryState・

2.ThecapacityofmemberStatesofafederaluniontoconclude

treatiesdependsonthefederalconstitution."
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起草委員会提案 は、第810、811会 合で審議 され た。 この審議 に お け る焦 点

は第2項 で規定す る連邦構成 国の条約締結能 力で あ り、 そ の際、改 めて連邦 構

成国 の地位 が論 じられた。 ロゼ ンヌは、再度、 第2項 は、 連邦国家 の構 成単 位

が 自己または連邦全体 のいず れの名 にお いて条 約 を締結 す るのか、 とい う法的

問 題 を解 決 して いな いので、 その精 確 さ と有 用性 にっ いて疑 問 を表 明 した

(810thmeeting,para.37)。 パ ル(Pa1)は 、諸 国が連邦 を結成す るが、 なお

国 として の地位 を保持す る場合 は、 その条約締結 能力 は第1項 によ ってカバ ー

され、 また連邦構成国が国 の地位 を喪失す る場合 は本条文草案 の枠外 であ るか

ら、 第2項 は構 成 国 の条 約 締結 能 力 を定 義 す るので な けれ ば不 必要 と い う

(id.,para.41;811thmeeting,para.4)。 フェア ドロスによ ると、第2項 を

有意味 に解 せ ば、r構 成国」 とは国 際法 で はな く国内法上 だ けの意 味 で あ る。

とすれば、 同項 は 「条約締結 能力 の分権化」 の ことを述べ てい るので あ り、 そ

の点 にお いて のみ、条約締結 能力 は連邦憲法 に依存 す るが、 その場 合、本当 の

締結主体 は、 分権的機関を通 じて行 動 す る連邦 国家 で あ る(810thmeeting,

para.49)。 さ らにアマ ドは、第2項 は第1項 の延長 にす ぎな い と、 次 の よ う

に述べ る。 問題 は連 邦構成国の能力で はな く、国際法の目的上の国の能力であ っ

て、第1項 の国 は国際法主体 た る国で あ り、国 の条約締結 能力 は、 国際法主体

と してのその地位 によって決定 され る。 従 って、連邦構成 国 が、国 際法主体で

あれば、 この能力 を有 す ることは自明であ る(id.,paras.39,59)。 これ に対

し、 アゴー は、 それで は 「連邦構成 国が国際法主体 であ るか否 かを如何 に して

決定 す るのか」、 とアマ ドに問 う。 ア ゴーによれば、 国際 法主 体 で あ る こ とが

まず条約締結能力 を有 す ることによ って証 明 され るのでか ら、 この能力 を有 す

るか否 かを国 際法主体 であ るか否 かによ って決定 す ることはで きない。 問題 は

連邦構成国 が国際法主体 か どうかではな く、条約 締結能力 を有 す るか どうかで

あ り、 まさに この点 を規定す るのが第2項 であ る(id.,paras,51,63)。 か く

して、問題 は、連邦構成国 の条約締結能力が国内法 または国際法のいずれによっ
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て規律 され るかに帰着 し、 これが最大 の論点 とな った。

第2項 は、連邦構成 国の条約締結能力 が連邦憲法 に依存すると規定する。 フェ

ア ドロス は、 この立場 に反対 の口火 を切 って、「構成国 の条約 締 結能 力 は、 連

邦憲法 で はな く国際法 に依存 し、国 際法上、 条約締結能力 はそれを行 う実効 的

力 に依存 す る」 とい う(810thmeeting,para.29)。 ア レチ ャガ は、 「国際 法

の主要 な機能 の一 っ の完全 な放棄」 と して第2項 に強 く反対 し、繰 り返 し次の

よ うに述 べた。連邦構成国 が条約締結能 力 を有す るか否 か は、 もっぱ ら連邦憲

法の規定 に依存す る問題 で はな く、 承認 のよ うな国際法 の制度が この点 につ い

て重要な関係 を もってお り、構 成国 は国際社会 の一 員 と して他 の国 によ り受 け

入れ られ る ことが必要 であ る。 さ もなければ、連邦 国家 は、憲法 の改正 によ っ

て、 その構成国す べてが条 約 の当事国 とな ることを可能 に し、 その結果、実質

的 な義務 の変更 な しに、 その条約制度 の運 用 において有利 な地位 を得 ることが

で きる6こ の点 は、2国 間だ けでな く多数 国間 の関係 が増大 しつっあ る今 日、

とくに重要 であ る。 た しか に、国 際社会 の完全 な構成員 と認 めた くな い国が そ

の ような実体 と条約関係 に入 らない ことは自由であ るが、 その方策 は2国 間条

約 に しか適 用で きず、 問題 なの は多 数 国 間条 約 へ の参加 の場 合 で あ る(id.,

『
paras.30-32,45,60-61)。 またル ダ(Ruda)に よ ると、連邦構 成 国 の条約 締

結 能力 は、国際法上 それが国 とみ なされ るための要件 を満 たす か どうかに依存

し、それ を決定す るの は国際法で あ る。従 って、 構成国 の能力 は連邦憲法 の規

定 に依存す るもので はな く、 「憲法 を考慮 に入 れて」 国際法 に よ り決 定 され る

(id.,para.50)。 鶴 岡 は、同 じ立場 か ら、 次の よ うな文案 を提 示 した。 「連 邦

構成国 の条約締結 能力が国際法 に よって承認 され る場合 に は、 この能力 の範囲

は連邦憲法 によって確定 され る。」(id.,para.62.)ほ か に、 ル テ ール も、 ア

レチ ャガ とパル の意見 に同調 し、第2項 の削除 を求 めた。

これに対 し、 連邦構成国 の条約締結 能力 は連邦憲法 によ って決定 され るべ き



条約締結能力について 55

問題 と して、第2項 の立 場を強 く支持 したのはア ゴーと トユ ンキ ンで あ る。 ア

ゴーによ.ると、そ こで述べ る規則 には何 も新 しい ことはな く、例 え ば、 ブラジ

ルが憲法を改正 して、各構成国 の条約締結能力 を認 め るな らば、 それ だけで、

明 らか に各構成国 は この能力 を もっ ことにな る。 「そのよ うな問 題 に お いて国

内法への反致(renvoi)を 定め る規則が、国際法 に はす で に存 在 す る。」(id.,

pa坦.・64.)ヤ シー ンは、後 に、同 じ立場 を次 の よ うに敷術 した。

「提案 され た規則 は非常 に賢明 な ものであ り、能 力 を連邦憲 法 に依存 させ て

いる。国際能力 は国内法か ら導かれ えない、 との異議 が出 され た。 しか し、確

かに能力 の真 の淵源 は国内法で な く、国 際法、 っ ま り提案 され た規則 自体 であ

り、 それが次 いで条約締結能力 を連邦憲法 に依存 させ てい るのである。これ は、

唯 一で はないが、国内法への反致 の一例 で ある。」(811thmeeting,para.29.)

これ はとくにア レチ ャガに とって受 け入 れ難 い見解 であ り、彼 は アゴーに次

のよ うに反論 した。連邦憲法 が構成国 に よる条約の締結 を可 能 にす るよ う改正

され る場合 も、他 の国 は、新憲法 を規定 どお りに尊重 す る義務 はな く、 「憲 法

の文言 が国 際法上現実 と合致 す るか ど うかを決定す る権 限 と義務 があ り1、また

構成 国が真 に独立国 か ど うか を検討 す るで あ ろ う。」(810thmeeting,para.

66.)同 じ反論 はヤ シー ンに対 して も繰 り返 され た。

「連邦構成国 の条約締結能力 に関す る限 り、国 際法 による憲法 への反 致が あ

ると示唆 された。 その ような反致 があ って もよいが、 それ は絶対 的で な く、 ま

たそ うで はあ りえな い。 国際法 は、 その問題 に権威 を放棄 で きず、 また常 にそ

の ような事態 に対 す るい くらかの コ ン トロールを保持 す る。す なわ ち、 国際法

は、構成 国が真 に独立 を享有 す るか ど うか 、 ま た連 邦 が単 に名ば か りの もの

(paperfederation)で ないか ど うか、 を決 定 す る機 能 を保 持す る。」(811th

meeting,para.36.)

この反論 は、 さ らなる問題 を惹起 せず にはおかな い。バ ル トッシュは、 カナ

ダにお けるケベ ック州 と中央 政府 の憲法解釈 をめ ぐる対立 を例 に挙 げて、次 の
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よ うに述 べ た。連邦構成国 の主張 が中央 政府 によ って争 われ る こと もあ り、 そ

れ にもかかわ らず、構成国 の条約締結能 力が他 の締約 国 によ って承認 されるな

らば、 「後 者 は、 一 国 の国 内問題 へ の干渉 を非 難 され るで あ ろ う。」(810th

meeting,para.68.)こ こに、連邦構成国 の条約 締結能力 をめ ぐる論 点 の核 心

があ るよ うに思われ る。連邦構成 国の能 力 は連邦憲法 に依 存す る、 と規定 して

も、構成 国 の条約締結能力 に関 す る連邦 憲法 の解釈 が連邦 国家 の排 他的権限 に

属 す るか、 また構 成国 と条約 を締結 す る第三国 によ る解釈 の余地が排 除 され る

か どうか は、 少 な くとも不 明確 だか らで ある。(後 の条約 法会 議 で第2項 の削

除を主張 す る立 場が とくに問題 と した この点 にっ いて、ILCで の審議 の段階

で言及 したの は唯一 このバ ル トッシュで あ った。)

ア ゴ ー は、 他 方 で 、 連 邦 は 結 合(association)と1分 離 ま た は 分 権 化

(dissociationordecentralization)の 相反 す る動 向 のいず れかの結果 であ り、

いずれの場 合 も、条約締結能力 が どの よ うに配分 されてい るか は連邦 憲法 に照

らして確 かめ る必要が あるが、構成 国の条約 締結能力 はほとん ど常 に制限 され

てい ることを考 慮 して、 この制 限に も言 及 す る次 の よ うな文案 を提示 した。

「連邦構成国 が条約 を締結 す る能力 とその能力 の範囲 は、連邦憲法に依存する。」

(id.,paras.53-55.)ト ユ ンキ ンは、 この アゴー提案 を支持 して、 次 の よ うに

述 べ る。今 日の現象 と して、諸国 は、人民 の自決権 を基礎 に した様 々な タイプ

の連合 を発展 させて いる。 そのよ うな連合 の形 成 は、構成員 か ら国 と しての基

本的特徴 を奪 うものでな いが、通常、構成員 の行動 の自由にい くらかの制 限を

伴 ってお り、 ここに、 本問題 の実 際上 の重要性 が ある。連邦構成国 と交 渉に入

る国 は、憲法上、構成 国 の能力 とそれに対 す る制限が どのよ うな ものかを知 り

たいで あろ う。従 って、 規定 に追加 して、連邦 構成国 の条約締結能力 に対 す る

憲法上 の制限 に言及 す ることは受諾 で きる(id.,paras.57-58)。 ロゼ ンヌ は、

第1項 は単 に明白な ことを述べ るにす ぎな いが連邦国家 の問題 のい くっかの側
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面 をカバー一す ると、 その保持 に態度 を変更 す る とともに、第2項 にっ いて は、

「解 決すべ き問題 は、能力 自体 よ りも能力 の範 囲 に関係す る」 と ア ゴー提案 を

支持 した(id.,para.73)。

特別報告者 ウォル ドックも第3条 は不要 とす るこれ まで の立場 を変え、第1

項 は自明であ って も重要 な規定 であ ると、 これ の受諾 に踏 み切 ると ともに、第

2項 について次 の ように指摘 した。連邦構成 国 が締結 した条約 の場 合 に、誰 が

その条約 の当事者 であ るかにっいて不 明確 さが残 る。 第2項 は、 国際法上、連

邦構成国 が原則 として条約締結能力 を有 す る ことを委 員会 は承認 した、 と解釈

され る危険 があ る。 ア ゴーの提案 に従 って、構成国 の能 力 の範囲に言及すれば、

委員会 は、連邦構成国 の条約締結能力 がすべて の場合 に存在 す る、 との前提 で

審議 してい るので はない ことを明 らか にで きる(id.,para.75)。 ア ゴー も特

別報告者 の指摘 に同調 し、委員会 が、連邦 構成国 の場 合 にr条 約 締結能力 の存

在 の承認 に傾斜 してい る」 との印象 を避 けるため、改 めて次 の よ うな文案 を提

示 した。 「連 邦構成国が条約 を締結す る能力 の存 在 および この能 力 の範 囲 は、

連邦憲法 に依存す る。」(id.,para.78.)

これに対 して、 フェア ドロスは、妥協策 と して、第2項 を削除す るとともに、

第1項 に次 のよ うな文 を追加 す ることを提 案 した。 「この能力 は、 国際 条約 ま

た は連邦国家 の憲法 に よって制 限 され る。」 この提案 の趣 旨 は、 条約 締 結能 力

が国 内法 で はな く国 際法 にのみ由来 し、かっ国 際法 によ って制 限 され ることを

明確 にす る一方 で、構成 国の能力 が国内法 のみを基礎 に し、構成 国 は実 際には

連邦 の機関 と して行動 す る、 っ まり条約締 結能力 が単 に分権化 されて い るにす

ぎない場合 を除外す ることにあ る(811thmeeting,paras.5-8)。 しか し、 こ

の フェア ドロス提案 は、国 際条約 に よる国 の条約締結 能力 の制 限 とい う、す で

に論 じ尽 くされた難 問を再提起 す るため、 ただ ちに特 別報告者 が反対 し、基本

的立場 を異 にす るブ リッグス と トユ ンキ ンもこれに同調 した。 ブ リッグスによ

ると、国 の条約締結能力 は国 際法 に由来 す るか ら、 国が この能 力 を失 って も国
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と して とどまれ るか疑問 であ り、条約 がな しうることは、条約締結能力 あ行使

を い くらか制 限す る ことがすべ てであ る(id.,para.16)。 同様 に、 トユ ンキ

ンも》 国際条約 は国 の条約締結能力 を制 限す るのか、 または この能力 の行使 の

みを制 限す るのか など、議論 めあ る理論 的問題 は回避 す るのが最上で あると主

張 した(id.,para.20)。 特別報告者 も、 審議 の総括 で、 す べ て の国が 条約 締

結能力 を有 す ると規定す る ことは～rお そ らく、国 はその能力を後 の条約によっ

て喪失す ることはな いとの考 えを表す」、 と述べて い る(id.,para.44)。

一・方
、 ア ゴー は、連邦構成 国 の条約締結能力 にっいて、 その淵源を国際法 に

求 めっっ国 際法 が この問題 を国内法 に任せて い る(renvoi)と 説 明 して も、 こ

れは難題 と して残 ることを指摘 し、第2項 の とくに 「連邦憲 法 に依 存す る」 に

替 えて、次 のよ うな新 しい文案 を提示 した。「連邦構 成国 は、 連邦 憲 法 によっ

て定め られ た範囲 内で、条約 を締結 す る能力 を有す る。」 この新提案 の趣 旨は、

構成国の能力が提案 された国 際法規則(renvoi)に 依存 し、連邦憲法 は単 に こ

の能力の範囲 を示 す にす ぎな い ことを明確 にす る こと にあ る、 と・い う(id.,

para.32)。 この提案 にっ いて、 フェア ドロスは、 自己の提 案 と非 常 に近 い と

して受 け入れ たが、特別報告者 は、構成 国の条約 締結能力 の範 囲だけでな く、

この能 力の現実 の存在 も連邦憲法 に依存 す ることを強調す るのに役立 っ との理

解 で、起 草委 員会へ の付託 を提案 していた くid.・,paras.33,49)。

3〉 起草委員会提案(2)

起草委員会 が新 たに提案 した条文 は、次 の とお りで ある。

「第3条 国の条約締結能力

1.い ずれの国 も、条約を締結す る能力 を有 す る。

2.連 邦 の構成 国 は、 連邦憲法が認 め るときにかっ連 邦憲法で定 め られ た範

囲 内において、条約 を締結す る能力 を有 す る。」

"Article3 -CapacityofStatestoconcludetreaties
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1.EveryStatepossessescapacitytoconcludetreaties.

2.Statesmembersofafederalunionmaypossessacapacityto

concludetreatiesifsuchcapacityisadmittedbythefederalconstitution

andwithinthelimitstherelaiddown."

新 提案 で の修 正 点 は、 第1項 を、 ロゼ ン ヌの 指 摘 に従 って 、 英 文 を 仏 文 と合

致 させ る よ うに"Capacity"で はな く":EveryState"を 主 語 とす る 文 に し た

こと、 お よ び第2項 で 、 ア ゴ ーが 提 案 した よ う に、 連 邦 構 成 国 の条 約 締 結 能 力

の 限 界 に も言 及 した こ とで あ る。 この 新 提 案 は、 各 項 の分 割 投 票 の結 果 、 第1

項 が賛 成11、 反対2、 棄 権1、 ま た第2項 が 賛 成7、 反 対3、 棄 権4に よ り

い ず れ も採 択 され、 第3条 全 体 は賛 成7、 反 対3、 棄 権4に よ って 採 択 され た

(816thmeeting,paras.4-5)。 表 決 後 、 ブ リ ッ グ ス は第3条 が 不 精 確 で 不 適

切 で あ るか ら反 対 した と、 ル ダ は旧条 文 と新 条 文 の 間 に何 ら実 瞭 の 相 違 が な い

か ら反 対 した と、 ロゼ ンヌ は前 の条 文 が 改 善 さ れ た の で 躊 躇 したが賛 成 した と、

鶴 岡 は第1項 に賛 成 し第2項 に反 対 した の で 第3条 全 体 に は棄 権 した と、 そ れ

ぞ れ の投 票 理 由 を述 べ て い る(id.,paras.6-9)。 この よ う に成 立 した1965年

　

草案第3条 は、1966年 の第18会 期で 「コメ ン トな しに採択 され」、最 終 草案 の

第5条 とな って いる。

II.国 連総会第六委員会

ILCが 採択 した条文草案は、逐次、書面による所見を求めるため各国政府

に送付されるとともに、国連総会に報告され第六委員会での審議に付された。

その審議において、条約締結能力の問題への言及は多くないが、主要なものは

次のとおりである。

(19》YBILC,1966,Vo1.1,PartII,p.325.
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け

第17会 期(1962年)で は、1962年 仮 草案が審議 された。 ブ ラ ジル は、 多 く

の点で論争 を招 く第3条 の原草案 が圧縮 され、主権 に固有 の属性 であ る国の条

約締結能力 が単純 に承認 された ことを歓迎 し(737thmeeting,para.12)、 ま

たア ラブ連合 は、第1項 が従属 国 に言及せず、衰退 しっ っあ る事態 の是認 を差

し控え た ことに満足 の意 を表 明 した(744thmeeting,paね.11)。 その他 の コ

メ ン トは、 いず れ も国以外 の国際法主体 に関す る ものであ る。 コロ ンビアは、

「国際法主体」 の語の使用が適切 か どうかを問題 と したほか、 と くに反 乱 団体

を国際法主体 に含 め ることに異議 を唱え(741stmeeting,paras.5-6)、 ベ ネ

ズエ ラもこれに同調 した(743rdmeeting,para.28)。ILCで も少 し論議 さ

れた この問題 について、第3条 の注釈 は、「『その他 の国 際法主体』 の語 は、主

として、国 際機構 をカバ ー し、 ローマ法王庁 にっ いての疑念 を払拭 し、 また、

あ る程度 の承認 が与 え られた反乱 団体(aninsurgentcommunity)の ような、
ゆ

よ り特殊 なケースに も余地 を残 す ことを意図 してい る」、 と述 べ るか らで あ る。

ほかに、 エ クア ドル は、連邦 国家がそ の領域 の一部 で条約義務 を遵守 しな いこ

とを防止す る必要性 を指摘 し(id.,para.9)～ またベルギ ーは、 国際機構 の条

約締結能力 が検討 されて いることに関心を示 した(id.,para.25)。
ゆ

第20会 期(1965年)の 審議 において は、 スエーデ ンが、1965年 仮 草案 の第

3条2項 で は、構成 国に能力 を付与 す る連邦憲法 の規定 が決定 的で あるのか、

または連邦憲法 の規定 の明 白な違 反 のみが条約 を無効 にす るのか、が不明確 で

あ ると指摘 しただ けであ る(844thmeeting,para.7)。
ぬ

第21会 期(1966年)で は1966年 最終草案 が審議 され、 国 の条約 締 結能 力 に

⑳GAOR,SeventeenthSession,SixthCommitte6.以 下 で は、 総 会第 六 委 員 会 で

の コメ ン トにつ い て、 個 々 に注記 す る煩雑 さを避 け るた め、 本 文 中で 公 式 記 録 の該 当

箇 所 を付 記 す る。

(2PYBILC1962,VoLII,p.164.

⑳GAOR,TwentiethSession,SixthCommittee,

㈲GAOR,Twenty-firstSession,Sixthcommittee.
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コメ ン トが集 中 した。 ただセイ ロ ンは、ILCで も論 じられ た国 際人格 と条約

締結能力 の関係 を取 り上 げ、条約締結能 力が国際人格 を決定す る唯一 の規準 と

されて きた実行 に照 らす と、第5条 で法 人格 の保有 を条 約締結 の前提 条件 とす

ることに は意 味がない という(908thmeeting,para.5)。 これ 以外 の国 は、

すべての国 の条約締結能力 を明記 す る第1項 は主権平等 の原則 の反 映な い し再

確認 であ ると、異 口同音 に高 く評価 した。 その うち シエ ラレオ ネは、完全 な主

権 を保有 しない国や地域 との条約 の締結 という、・明 らか に不平等 を もた らす実

行 の是認 が慎 重 に差 し控 え られ た点 に注 目 した'に止 ま る(911thmeeting,

para.44)が 、他 の国 は、すべ ての国 の条約締結 能力 を一般 的多数国 間条約 へ

の普遍 的参加 の問題 に結 びっ けて論 じた。 チェ コスロバ キア は、条 約締結能力

が一般 的多数 国間条約 への参加 権を も含 んで お り、参加 権 の制 限 は主 権平等 の

原則 に対 す る重大 な違反 であ ると(906thmeeting,paras.11-12)、 ダホメは、

この参加権 が条約締結能 力か ら論理的 に導 かれ、 この点で の差別 は国際法上認

め られない と(912thmeeting,para.9)、 それぞれ主 張 した。 また、'端的 に、

ポーラ ン ドは 「完全 な平 等 は普 遍 性 を意 味 す る」 と(913thmeeting,para,

12)、 モ ンゴルは この普遍性 の原則 が条約法 の法典 化 の 「礎 石」 で あ る(911th

meeting,paras.32,34)と 述べ る。 さ らに ブルガ リアは、一般 的多 数 国間 条

約への普遍 的参加 は国際法の基 本原則で あ り 「強 行 規範 」 で あ る と主張 した

(910thmeeting,para.7)。
の

第22会 期(1967年)で も最終草案 の審議 が続 け られ た。 キ ュ ーバ は、 完 全

な主権 を もっ国のみが条約締結能 力を有 し、 それ らの間で のみ相互 の同意 が あ

るか ら、一方 の当事者 が限定 的形式 的な主権 しか もたな い場合、条約 は無効で

ある、 と主張 した(974thmeeting,para.24)。 カナダは、第5条 が承認 や履

行 に関す る国家責任 な どの要素 を無視 し、 また 「国」 の語 の使用 が一 貫 して い

⑳GAOR,Twenty-secondSession,SixthCommittee.
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な いと指摘す る(976thmeeting,para.6)。 スエーデ ンは、 連 邦構 成 国 の国

際法上 の能 力 と連邦憲法上 の能力 を同等視で きるか、 また外 国1;連 邦憲法 の複

雑 な事情 を熟知す るよ う期待 で きるか につ いて疑問 を呈 し、 第2項 を、 「条 約

を締結 す る権 能 に関す る国 内法 の規定」 に関す る条 に移 して追加 す るよ う提案

した(980thmeeting,para.11)。 ほかには、再度、一 般的多数国間条約へ の

普遍 的参加 の問題が取 り上 げ られた。 ポー ラン ドは、前会期 に続 いて、第5条

がす べての国の条約締結能力 を規定 す るだ けで は、一般 的多数 国間条 約への参

加 に対 す る制 限 や 差別 を排 除 しな いか ら、 不 十 分 で あ る と述 べ る(977th

meeting,para.15)。 他方、 ウク ライナは、第1項 の下 で、 いずれ の国 も、 条

約 を規律す る一般 規則 の作成、従 って条約法 に関す る条約 の作成 に参加 す る権

利が あ り、 その条 約 はすべ ての国 に開放 す る規定 を含 むべ きであ ると主 張 した

(978thmeeting,para.18)。

以上 のよ うに、 国連 総会第六委員会 の審議 で は、連邦構成 国の条約締結 能力

に関す る規定 につ いて は若干 の問題点 が指摘 され たが、 すべての国の条約締結

能力 を単純 に明記 す る こと自体 は広 く支持 され た。 ただ、国 の条約締結 能力を

一般的多数国 間条 約(general-multilateraltreaty)へ の参加権 の問題 と結 び

っ けた議論 に は、 次 のよ うな背景 があ る。

ILCの1962年 仮草案 は、第1条1項(c)で 、 「『一般 的多数 国問条約』 とは、

国際法 の一般規範 に係 わ るか、 また は諸 国家 全体 に とっての一般 的利害 関係事

項 を扱 う多数国 間条約 を い う。」 と規定 した。条約法 に関 す る条 約 が この種 の

条約 に該 当す ることはい うまで もない。 この一般 的多数国間条約 の定義 は、第

8条 の 「条約へ の参加」 に関す る規則 の適用 のための基準 として挿入 された も

ので ある。 と くに第8条1項 は、「一般 的多数国間条約 の場 合 に は、 す べ ての

国 は、条約 の当事 国 とな る ことがで きる。 ただ し、条約 自身 の文言 によりまた

は国際機構 の確立 した規 則 によ って別段 の定 めがある場合は、 この限 りでない。」
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の

と規定 した。従来、国連 の主催 の下で締結 され るこの種 の条約 へ の参加 にっい

て は、慣行 として、国際連合、専門機関 お よび国際原子力機 関 の加盟国、国 際

司 法裁 判 所規 程 の 当事 国 な ら・び に 国 連 総 会 が 招 請 す る国 に 開 放 す る方 式

(Viennaformula)が 採用 されて きたが、 これ に反対 し、 すべて の国 に開放 す

べ きである とす る方式(allStatesformula)も 一部 で主張 されて きた。 第8

条1項 は、残存規則 として、後者 の方式 を採 用す る もので ある。 しか し、IL

Cは 、1965年 の第17会 期 において、一般的多数 国間 条 約 へ の参 加 の問題 を再

検討 した結果、条約へ の参加 に関 す るいかな る規定 も採択 され なか ったため、
め

「一般的多数国間条約」の定義を設ける必要もなくなった。第六委員会での主

張は、すべての国が条約締結能力を有するとの原則を発展させて、この側面か

ら、条約法条約を含む一般的多数国間条約への普遍的参加を確保 しょうとする

ものである。事実、条約法会議では、「条約1ヒ参加する権利」 が、 条約締結能

力の問題に続 く新規定第5条bisと して再び提起された。

皿.国 連条約法会議

1.第1会 期(1968年)全 体委員会
の

条約法会議で原案とされたILC草 案 は、第5条 で次の とおり規定 した。

「第5条(国 の条約締結能力)

1.い ずれの国も、条約を締結する能力を有する。

2.連 邦の構成国は、連邦憲法が認 めるときにかっ連邦憲法で定められた

範囲内において、条約を締結する能力を有する。」

㈲YBILC1962,Vol.II,pp.161,167-168.

¢0こ の経緯 は、ILC最 終 草案 第12条 の注 釈 の なか で 、 「条 約 へ の 参 加 の問 題 」 と

して詳 し く述 べ られ て い る。YBILC,1966,VoLII,p.200.

⑳YBILC,1966,Vo1.II,p.191.
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"Article5 -CapacityofStatestoconcludetreaties

1.EveryStatepossessescapacitytoconcludetreaties。

2.Statesmembersofafederalunionmaypossessacapacityto

concludetreatiesifsuchcapacityisadmittedbythefederal

constitutionandwithinthelimitstherelaiddown."

この第5条 にっいて、ILCの 注釈 は、審議 の概要 に もふれ なが ら、一部、
　

次のように述べている。

「(1〉委員会の若干の委員 は、条約を締結するための国際法上の能力に関すー

る条は必要でないと考えた。彼らは、外交関係を結ぶ能力は、外交関係に関す

るウィーン条約のなかで扱われていないと指摘 し、 もしそれが条約法のなかで

扱われるべきであるとすれば、委員会は国際法の 『主体』に関する法全体を法

典化することになるであろうと示唆した。他の委員は、能力の問題は、条約法

においては、外交関係および免除に関する法におけるよりも重要であり、また

条文草案は少なくとも条約締結能力に関する若干の一般的規定を含むべきであ

ると感じた。 …

(3)委 員会の若干の委員 は、(国 際機構の条約締結能力 に関す る規定が削除

された結果一筆者)残 る2規 定だけでは、 この条を保持す ることを正当化 しな

いという意見であった。彼 らは、国が条約締結能力を有すると宣言することは、

そのことがすでに条文草案の適用範囲に関する第1条 の定義のなかで含意 され

ているから、冗長であると考えた。彼らは、また、連邦構成国の能力に関する

第2項 の規定の必要性 と適切 さについて疑義を表明した。とくに、彼らは、こ

の問題に関する国際法の役割が同項に含められるべきであると考えた。 しかし

ながら、委員会は、この2規 定を、僅かな表現上の変更を加えたうえで、保持

(28i(i.,pp.191-192.
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することに決定 した。委員会は、条約締結能力をすべての国が有することを強

調することが望ましいと考えた。また、委員会は、ある連邦の構成国がその連

邦憲法によって与えられた権限に従って外国と条約を締結する例が実際に生 じ

ることを考慮 して、そのような事例をカバーする一般的規定を含めることが望

ましいと考えた。

(4)第1項 は、すべての国が条約締結能力を有するという一般原則を宣言し

ている。『国』の用語は、本項において、国連憲章、裁判所規程、海洋法に関

するジュネーブ諸条約および外交関係に関するウィーン条約におけると同じ意

味で用いられている。すなわち、それは国際法の目的上の国を意味する。

(5)第2項 は、すでにふれたように、連邦憲法が、ある場合に、その構成国

に対しある程度の条約締結能力を認めている連邦国家の場合を扱っている。 …

多くの場合に、条約締結能力はもっぱら連邦政府に付与されているが、構成国

が第三国と条約を締結する権限を付与されることを排除する国際法規則は存在

しない。ある場合には、構成国は連邦国家の機関として条約を締結するのか、

または自己の権利においてそうするのかにっいて問題が生 じることがある。し

かし、この点についても、解決は連邦憲法の規定のなかに求められねばならな

い◎」

条約法会議では、ILC草 案第5条 に対 して多 くの修正案が提出された。そ

れらを第5条 全体に関す るものと、第1項 または第2項 のみに係わる修正に区
　

別 して 分 類 す る と、 次 の とお りで あ る。

第5条 の 削 除:フ ィ ン ラ ン ド案(L.54),マ レ ー シ ア 、 メ キ シ コ 案

⑫9UnitedNationsConferenceontheLawofTreaties,OfficialRecords,

FirstandSecondSessions(Vienna,26March-24May1968and9Apri1-

22May1969),DocumentsoftheConference(A/CONF.39/11/Add.2),

PP.116417.
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(L.66/andAdd.1),ベ トナ ム案(L.82)

第1項 の修 正:フ ィ ン ラ ン ド案(L.54/rev.1andCorr.1)、 コ ン ゴ(ブ ラ

ザ ビル)案(L.80)「 国 際 法 の主 体 で あ る い ず れ の 国 も、 条

約 を締 結 す る能 力 を有 す る。」

ネパ ー ル 案(L.77/Rev.1)「 条 約 締 結 権(treaty-making

power)を 有 す る もの で、 連 邦 構 成 国 を含 む い ず れ の 国 も、

条約 を締結 す る能 力 を有す る。」

第2項 の修正:オ ース トリア案(L.2);第2項(b〉 と して以下 を追加。「条約

を締結 す る目的上、 その よ うな能力 の範 囲 は、第6条(現 第

7条)の 下 で権 限あ る連邦 の当局 によ うて確認 されなければ

な らない。」

白 ロシア案(L.92);オ ース トリア修正案 に対 す る修正 と

して、上記第2項(b)に 「連邦 憲法 または連邦構成国 の憲法

で規定 されて い る場合 に は」 と追 加。

フ ィンラ ン ド案(:L.54/Rev.1andCorr.1)「 連邦 の構成 国

は、 連 邦 の 憲 法 ま た は そ の 他 の 構 成 文 書(theother

constituentinstruments)が 認 め る と き に か っ 前 記 文 書 で

定 め られ た範 囲 内 にお いて 、 条 約 を締 結 す る能 力 を有 す る。」

ニ ュー ジー ラ ン ド案(L .59);-冒 頭 の 「構 成 国」1を 「政 治 的

下 部 組 織(Politicalsubdivision)」 に替 え る。

コ ン ゴ(ブ ラザ ビル)案(:L.80)「2.連 邦 の構 成 国 は、 連

邦 憲 法 が 規 定 す る 限度 に お いて のみ 、 この能 力 を有 す る こ と

が で き る。」

第2項 の削 除:オ ー ス トラ リア案(L.62)、 ネ パ ー ル 案(L.77/Rev.1;上

記 の とお り、 第1項 と第2項 を1文 に統 合 。)
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条約法会議の第1会 期 において、国の条約締結能力の問題は、全体委員会第
け

11、12、28会 合で審議 され た。全体委員会 にお いて、 上記 の様 々 な修 正案 を

前 に、ILC草 案第5条 を全面的 に支持 し、原 案を無修正 で採択 すべ きことを

条文 に則 して詳 細 に論 じたのは フランスであ る。同国 は、 国 の条約締 結能力 に

関す る条が、本条約で手続問題 を扱 う部分 に置かれ るのが適切 であ るか、 また

国 の権利義務で はな く条約法 に関す る条約 お いて実 際に有 用 であ るか、 につ い

て い くらか の疑問 を呈 しつっ も、次 のよ うに述 べて い る。

「第5条 が保持 され る場合 には、採択 され る文言 は、完全 に均衡 が とれてい

るよ うに思 われ る国 際法委員会 のそれであ るべ きであ る。従 って、 フランス1ま、

提 出されたいず れの修正 を も支持 しない。 委員会 は草 案 に 『国 』の用語 の定義

を含 めない ことに決定 したため、第1項 は曖昧で あ る。 その結 果、同項 の 『国』

の語 は主権国家 を意味 しうるが、 それで は狭す ぎる、 とい うの は、 その場合、

連邦集 団のいずれの構成 国 も条約締結 能力 を否定 され るか らで あ る。 また は、

『国』 の語 は、主権的 であ るか否 かを問わず、す べての国 を意 味 しうる が、 そ

れで は広 す ぎる、 とい うの は、連 邦 のすべ ての構成 国 がその能力 を有 す るわ け

で はないか らで ある。 そ こで、第2項 が必要 とな る。 フラ ンスの見解 で は、国

瞭法委員会 は、構 成国 に条約締結能力 を帰属 させかっ その範囲 を決定 す る こと

を各連邦国家 の憲法 に委ね る ことによ り、 同項 を極 めて適 切な文言 で規定す る。

それ は、確立 した実行(そ れ は勿論極 めて多様 で あ るが)を 反映 す る唯一 の定

式で ある。 それ をさ らに推 し進 め るいかな る企図 も、 この会議 を国内法 に巻 き

込 み、 またある国 の実行 を他 の国 のそれ に優 先 させ る ことにな る。 それ は、後

G①UnitedNationsConferenceontheLawofTreaties,OfficialRecords,

FirstSession(Vienna,26March-24May1968),Summaryrecordsofthe

plenarymeetingsandofthemeetingsoftheCommitteeoftheWhole

(A/CONF.39/11),11th,12th,28thmeetingsoftheCommitteeofthe

Whole,pp.59-65,65-69,148-150.条 約 法 会 議 で の 議論 にっ い て も、 以下 で は、個 々

に注記 す る煩 雑 さを避 け るた め、 本 文 中 で議 事 要 録 の該 当 箇 所 を付 記 す る。
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者 の国 に とって明 らか に受諾 で きず、 また適用上 かな りの困難 を惹 起 す る。」

(12thmeeting,para.30.)

この フランスの立場 と対 置 され るのが、第5条 全体 の削除案 であ る。提案国

の主張を みる と、 まず、 フィ ンラ ン ドは、「条約締結能 力 が国 の最 も重 要 な大

権 の一つで ある ことは否定 で きない」が、現実 には 「国 の間 でかな りの相違 が

あ り、 い くらか の国 は限 られた条約締 結能力 しか有 しない」 と指摘 しっっ、第

5条 削除提案 の理 由を次 の よ うに述 べ る。

「19.第1項 の文言 は、 あま りに も一般的す ぎ、 また国 際法 にお ける現 実 の

状況 を反映 していない。実 際 には、そ のよ うな タイプの明文規定の必腰 はない、

なぜ な ら、主権国家 お よび半主権 国家双方 の条約締結能力 は、草案第2部 第1

節 のすべて の規定 に含意 されてい るか らで あ る。1961年 の外 交関 係 に関 す る

ウィー ン条約 および1963年 の領事関係 に関す る ウ ィー ン条 約 の いず れ も、 国

が外交 または領事関係 を維持 す る権利 を有す ることにっいてのいかな る明文規

定 を も含 んでいない。 その権利 は固有 な もの と考 え られた。

20.第2項 の規定 はあ ま りに も狭す ぎる。第1に 、 それ は複 合国家の一 っ の

特定の種類 にのみ言及す るが、連邦 以外 の国家結合が存在 し、 その構成員 はあ

る程度の国際条約締結能力 を有 す る。 第2に 、 それは連邦憲法 にのみ言及 し、

連邦構成員 とな った国 の間 の国 際協定 のよ うな、憲法 の採択 に先行 す る構成文

書を無視 して い る。」(11thmeeting.)

メキ シコは、 マ レー シア と共 同で提出 した第5条 削除案 にっいて、次 の よう

な趣 旨説 明 を行 ってい る。

「31.… 第1項 は余計 で ある。 国際法秩序 におけ る国の条約締結 能 力 を

再述す る ことは必要 でな く、 それ は国際人格 に固有 であ る。 それ は、 … 第

1条 の文言 および第2条1項(a)に お ける 『条約』 の定義 の両者 のなか に含意 さ

れて いる。 さ らに、条 約 を締結 す る能力 は国 に限定 されてお らず、 その事実 が
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第5条1項 に明確 に反 映 されて いない。

32.第2項 は連邦 の国内法秩序 に属 す る事項 を扱 うか ら、 同項 の削除 は さ ら

に一層必要 で ある。連邦 構成員 の条約締結能力 は、連邦憲法、換言 す れば国内

法 に基礎を置 いてお り、国際法 に基礎 を置 くもので はない。 も し第2項 が維持

され るな らば、条約の締結 に不安定要素 を導入 す る ことにな る。 メキ シコの修

正 の目的 は、問題を、 それが属す るの に適切 な国内法秩序 に戻 す こ とにあ る。」

(id,)

ベ トナム も、第5条 削除提案 の理 由 と して、「第1条 は、 本 条 約 が 国 の間 の

条約 に適用 され る とすで に述べ てい るか ら、 その ことを、第5条1項 で異 な っ

た形 で再述す る ことは望 ま し くない。 さ らに、第2項 は、本 質的 に国 内問題 に

介入 す る企図 とみなされ よ う」(id.,para.36)と 、 メキ シ コの趣 旨説 明 と同

じことを簡潔 に指摘 して いる。

第5条 削除 の提案国 お よび同案 の支持 国 の主張 は、第1項 に関す る限 り、前

記 のILCの 注釈 が指摘 してい ることを繰 り返 した にとどまる。す なわ ち、条

約締結能力 に関 す る規定 は不必要 で あ り、 それを条約法 の中で扱 お うとす るな

らば、 国際法 の 「主体」 に関 す る法 全体 に立 ち入 らねばな らないか ら、 外交関

係 お よび領事関係 に関す る土 つの ウ ィー ン条約 の例 に倣 うべ きであ る。 また、

国の条約締結能力 は国 際人格 に固有 で あ って、 この条約 の 「適用範 囲」 に関す

る第1条 の規定 および第2条1項(a)に おけ る 「条約」 の定義 にも含 まれてお り、

再度述 べ る必要 がない、 と。 この よ うに、第1項 に関す る議論 の主 たる対立 は、

この規定 が不要 ない し余計 か ど うか にあ った。 この点 にっ いて、LLCの 注釈

は、 「委員会 は、すべて の国 が条約締結能 力を有す ることを強 調 す る ことが望

ま しいと考 えた」 と簡潔 に述 べ るに とどま る。 これ に対 して、次 の よ うな ソ連

の主 張 は、第5条1項 を支持 す る国 の立場 を代表 して いた。

「ILCが1962年 に審議 した草案 は、 すべ て の独 立 国 は条 約締 結 能 力 を有
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し、従属国は制限された能力を有する、と述べる規定を含んでいた。しかしな

がら、国連憲章やその他の国際文書の諸原則に全 く反する植民地的従属を是認

するとみられないように、後者の規定は放棄された。第5条 の現在の文言は国

の完全な平等を承認 し、友好関係特別委員会で採択された規定と合致する。第

1項 は重要 な原則 を表現 してお り、確実 に保持されねばな らない。」(id.,

para.63.)

第5条 の うち、 と くに異論 が多 く議論 の焦点 とな ったの は第2項 で ある。第

2項 の削 除を提 案 したオース トラリアは、次 の よ うに述 べて いる。

「27.第2項 で、 あ る国 はそ の憲法 が認 め る場合 にのみ条約締結能力 を有 す

ると述べ る ことは、す べての国が その能 力を有す る と規定す る第1項 と抵触す

る。 また、 それは、本条約 が国 に対 して のみ適用 され ることを明記 す る第1条

とも両立 しない。 … その困難 の一 部 は、大文字 での 『国』(State)と い う

同 じ文言 が、本条 の二つ の項 にお いて二つ の異 な った意 味で用 い られて いるこ

とか ら生 じる。

28.オ ース トラ リア連邦 の憲法 の下 で、6構 成国(states)は 国 際 的地 位 を

もたず、条約締結 は連邦行政府 にのみ付与 され た機能で ある。勿論、 あ る連邦

で は構成員が条約締結能力 を有 す ることがで き、 また実際 に有 してい ることは

十分承知 して い る。 … 第2項 はそ のク ラス(白 ロシア とウクライナー筆者)

の国 の条約締結能力 を確立す るため には明 らかに必要 でない。 政治 的な一般 的

国 際機構 の構成員 と して受 け入 れ られ た国 は、国 際法上 の条約締結能力 を確立

す るため特別 の条 を必要 と しな い。

29.従 って、第2項 の 目的 は、』ドイ ツの ラ ン トr(Lander)や ス イス の カ ン

トン(Cantons)の よ うに、限定 的 な条約締結能力 を有 す る連邦構成単 位 を カ

バ ーす る ことにあ るよ うに思わ れ る。 そ のよ うな構成単位 の地位 は歴史 的 に重

要で はあるが、す べての国際法主体 の うちか らそれ らの構成単 位を選 び抜 いて
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とくに言及す る理由 はない。

30.第2項 を保持す る必要 はな く、 それ は、他 の連 合、国際機構 お よ び従 属

国 を もカバ ー した以前 のILC草 案 の遺 物 にす ぎない。 … 本項 の削除 は、

いずれ の連邦制度 の機能 も損 な うことはな く、 また連邦 憲法 の下 での いずれ の

構成単位 の権利 に影響す る こともな い。」(id.)

以上 の第5条 削除 または同条第2項 削除 の提案国 の趣 旨説明 お よびその後 の

審議か ら、第5条2項 の主要 な論点 を次 のよ うに整理 す る ことがで きる。 まず

第1に 、第5条2項 と同条1項 お よび第1条 との両立性 の問題 が指 摘 され た。

この点 にっ いて、 ネパ ールは、端 的 に、「条約締 結能力 を有 す るす べて の国 を

同 じ立場 に置 くこと」(id.,para.33)に よ って、第5条 の二 っ の項 を1文 に

結合 させ る ことを提案 して いた。他方、 ニュー ジー ラ ン ド修正 案 は、 「第5条

の二っ の項 で二っ の完全 に異 な る意 味を もっ 『国(State)』 の語を用 い ること

を避 け る」(id.,para.24)こ とを 目的 とす る。 また、 ス ウェーデ ンは、 「政治

的下部組織 が条約 の当事者 とな る能力 は争 わないが、 国際法上 の能 力 とそれ ら

の国内憲法上 の能力 を同等 に扱 うことは正 しくない」(id.,para.68)と い う。

そ して、西 ドイッは、次 のよ うに第2項 の削除 を支持 した。

「第2項 は、聖第1条 で定義 された草 案 の範囲 を越 え るので、 この条項 に完全

に は満足 で きない。第1条 および第3条 の両者 の下 で、草案 は、 国の間で締結

された条約 にのみ関係 し、国以外 の国際法主体 に よって締結 された条約 には関

係 しない。 しか も、大抵 の連邦構成 員 は、 あ る条約締 結能力を有す る場合で も、

国 際法上国 の地位 を有 しない。 か くして、 ドイ ッ連邦 共和国 の ラ ン トは、非常

に限 られた条約締結能力 を有 し、 また本条約草案 の文 脈で は、 『国以 外 の国 際

法主体』 とみなされ よ う。従 って、第2項 は、 と くに第3条 の規定 を考慮 して

削除 してよい。」(id.,para.38.)
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第2の 問題 は、連邦構成国の条約締結能力が依存する連邦憲法の解釈に関係

する。この点を最 も詳細に論 じたのはカナダである。

「48.第2項 の適用 と解釈 に関 して、同項 は、政治的下部組織が条約締結能

力を享有する範囲は連邦憲法に依存すると規定する。 しかし、連邦憲法は連邦

国家の国内法であるから、その解釈は、憲法事項にっいて管轄を有する連邦国

家の国内裁判所の排他的管轄に属する。いずれの主権国家 も、外部の機関がそ

の憲法を解釈する権限をもっことに同意することはできない。 … 第5条 が、

外部の国にとって連邦国家の憲法を解釈する招請と解釈されるならば、最大の

不幸である。

49.実 際上の見地か ら、同条 は、多 くの場合に、連邦国家と関係をもっ国を

非常に困難な立場に置く。政治的下部組織の法的能力は、成文憲法をもっ連邦

国家の場合は明らかであろうが、憲法が不文または一部不文の連邦国家の場合

には、外部の国にとってさほど容易に確かめられない。他の国および条約の寄

託者が、連邦憲法の解釈に係わるという不快感を買う立場に置かれる事態を避

けるため、同項を保持するならば、その適用範囲を明確にする一層の考慮が払

われるべきである。」(id.)

このうち前者の点 は、連邦国家にとっての最大の関心事であり、また、第2

項を支持する連邦諸国によって も主張された。ソ連は、「連邦構成国が条約締

結能力を有するかどうかに関するいかなる問題も当該国の憲法上の規則に従っ

て決定されねばならず、また外部のいずれの国もその問題を規律する資格がな

い」(id.,para.64)と 、またスイスも(第2会 期では第5条 全体 の削除へ と

態度を変更するが)カ ナダに同調 し、「連邦国家のみが、第5条2項 の意味内

で連邦憲法を解釈す る権限がある」(id.,para.72)と 主張 した。他方で、第

2項 の削除を支持す るイギ リスも次のように述べている。「全体委員会は、連

邦構成国の条約締結能力に関する規定を含めようとするならば、国際法と国内

法の境界を越えるであろう。いずれにせよ、そのような能力の範囲は、もっぱ
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ら当該連邦 の憲法上 の最高 当局 によ って決定 され るべ きことが承認 されねばな

らない。」(id.,para.54.〉 ㌔

また、 カナダが指摘 した後者 の点 は、連邦 国家 の構成 国 と条約 を締結 す る第

三国 に係 わ る問題 であ る。 オー ス トリア は、 これへ の対応策 を提示 し、再度 に

わた って、 その修正案 の趣 旨を次 の よ うに説 明 して い る。

「修正案 の目的は、第2項 で定 め る状況 にお いて条約 を締 結す る構成 国の権

限を、連邦 が確認 また は承認 す る国際 的義務 を確立す ることで あ る。 それ は確

立 した実行 と合致す る。 も し第2項 が現在 の形 で保持 され るな らば、他 の当事

者 は、条約 の相手 が属す る連邦 の国内法 を審 査す る とい う微妙 な仕事 を負 わさ

れ る。 オース トリア修正案 はその義 務 か ら解放 す る ものであ る。 … 連邦 の

権限 あ る当局 が与 えた確認 は、連邦 国家 が、条 約 の無効 の根拠 として、構成国

によ る連邦憲法 のいか な る違反 を援用す ること も排 除す る効 果 を もつ。」(id.,

paras.12,14.)

「修正案 は、連邦国家 の国 内事 項 に対 す るいか な る干 渉を認 め ることも意図

していない。 その 目的 は、連邦 構成国 と条約 を締結 しよ うとす る国 が、 その構

成国 は実 際に条約 を締結 す る権 限が あ るとの保証 を連邦 当局 か ら得 ることを可

能 にす ることであ る。」(12thmeeting,para.33。)

この提案 は、 カナ ダを含 め、 第2項 の削 除を主張 す る国の多 くに よって も、

同項 が保持 される場合 に は必要 な修正案 と して支持 された。 なお、 オ ース トリ

アは、 白 ロシアの再修正案 には、 それ が連邦 国家 の憲法 の解 釈 に係 わ ると して

反対 した(11thmeeting,para.35)。

もっとも、連邦構成国 の条約締 結能力 が もっぱ ら連邦憲 法 に依存 す ると解す

ることにつ いては、一部 の国 に異 論 もあ った。 セイ ロ ンは、 「言 及 が国 内手 続

のみにつ いてな らば、 それ は不 必要で あ る。 しか し、第2項 は、練 り上 げ られ

ていないが、一定 の対外 的な結 果を伴 うよ うに も思 われ る」(id.,para.44)
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と指摘 した。 スイスは、 「問題 は、 国内法の問題で はない」 と して、 次 の よ う

にい う。 「国 際的権 限を連邦 国家 と構成 国 との間で分 割す るの は連 邦 憲法 で あ

るが、それ は構成 国 に対 し有効 な国際条約 を締結す る能力 を付与 す ることはで

きない。 その能力 は、国際法 の下 での み承認 され うる。」(id.,paraゐ71.)ま

た、 イ タ リアは、 「国 際関係 との関連 で国 の憲法 に言及 す るの1ま大 きな困 難 を

惹 起 す る。 従 って、 第2項 は利 点 よ りも危 険 を提起 す る・」(12thmeeting,

para.5)、 との理 由で削 除を求 めた。 ウル グアイ は、 この点 を正面 か ら詳細 に

論 じ、次 の ように述 べて いる。

「22.… 第2項 を削除 す る理 由 は、 それが国 の国内事項へ の干渉 を伴 う

ことで はない。反対 に、同項 は、 国際法が国内憲法 のために退位 し、何 が行為

す る権限 を付与 された法主体 であ るかを確立 す る根本的 な役割 を委 ね ることを

規定 す る。実 際に は、 構成国 の行為能力 は、連 邦国家 の憲法 のみによ って でな

く、他 の国 が構成 国 と条約 を締結 す ることに合意 したとい う事実 によ って決定

され る。 …

23.要 す るに、第2項 を採択 す ることは危 険で ある、何故 な ら、 その場 合、

国際法 は もはや上位 に はな く、す べてが連邦 国家の憲法 の規定 に依存す る こと

になるか らで ある。 その場 合、連邦国家 は単一 国家 に対 して相当に有利 とな る、

とい うの は、 そのよ うな規定 の装 いの下 に、政治 的下部組織 の形態で創設を決

定 した多数 の法主体 を会議 や多数国間条約 に加 え ることがで きるか らで ある。

か くして、連邦国家 は、 当事者 と投票 の数 を変 え ることによって重大 な不均衡

を惹起 す る。」(id.)

ILCの 注釈 も、若干 の委員 は、「この問題 に関す る国 際法 の役 割 が 同項 に、

含 め られ るべ きで ある と考 えた」 と伝えて い る。

　

第3の 問題 は、 複 合 国 家 の一 っ の 特 定 の種 類 の み を扱 う こ との是 非 で あ る。

㈹Steinbergerは 、 この点を詳 しく論 じている。op.cit.,pp.417-423.主 な連邦 国
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連邦以外 に国家結 合が存在 し、 また現実 の連邦 の多様 性か らみて、 第2項 は不

適切 と批判 された。 イギ リスは、 「連邦国家 に も多 くの異 な った タイ プが 存在

し～ その構成員の条約締結能力 は存在 しない ことが あ り、連邦憲 法 によ って課

された厳格 な制限 に服す ることが あ り、 また は一定 の場合 にい くらかの重要性

を もっ ことが あ る」(11thmeeting,para.55)と い う。 この点 について、オー

ス トラ リアが多 くの具体例 を挙 げて詳細 に論 じた ことは、 すで にふ れた とお り

であ る。ILCの 注釈 は、連邦構 成国 が第三 国 と条約 を締結 す る権 限を付与 さ

れ ることを排除す る国 際法規 則 は存在 しない と述べ るが、実 行 の少 な さな い し

偏 りをみ ると、 イ ン ドは 「積極的 な規則」 を設 け る必 要 を認 め ず(id.,para.

53)、 スエーデ ンはその 「機 が熟 して いない」 とい う(id.,para.68)。 またア

ルゼ ンチ ンは、 「いず れにせ よ、第2項 の削 除が一 定 の連 邦 の構 成 国 の条約 締

結能力を害す ることはな い」(12thmeeting,para.14)と 述 べ て お り、 同 じ

ことが他 の削除支持 国 によ って も言及 され た。 た しか に、 アメ リカが指摘 した

よ うに、「この会議 に出席 した多数 の連邦 国家 は、第2項 の保 持 が 自国 に困難

を もた らす と考え ている一方 で、 同項 の削除 が他 の連邦 国家 に困難 を もた らす

ことは示 され なか った。」(id.,para.7.)ウ クライナ は、 「第5条2項 で扱 わ

れた点 は ソ連 の諸共和国 だ けでな く、 他 の連 邦 の構 成 員 に も関 係 す る」(id.,

para.18)と い うが、実 際 に、連邦国 家お よびその構成 国で第2項 を強硬 に支

持 したのは、主 として ソ連、 白 ロ シア、 ウクライナで あ り、 そ の理 由 と して、

「第2項 が 白ロシアの立法 と実行 に合致 す る、 …(多 様 な連 邦 の)実 状 を

反映 し国 際的実行 と一致 す る」(id.,para.2)こ と以上 は示 され なか った。

第4の 問題 は、第2項 削除 と第1項 との関係である。第2項 の削除を支持す

家の多様な状況 にっ喝・ては、 さ しあた り深を参照。FrankL.M.VandeCraen,
"TheFederatedStateandItsTreaty -MakingPower,"Revuebelgede

droitinternationa1,Vo1.17,1983,pp.382-390.
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る国 の多 くは、同時 に、第5条 全体 の削 除を主張 した。 この点 を最 も明確 に述

べたのはイギ リスであ る。 す なわ ち、第2項 が削除 され る場 合 に は、 「第1条

および第2条1項(a)で すでに述べ られた ことを単 に繰 り返 す にすぎ ないと思 わ

れ る、第1項 を保持 す ることが必要 であ りまた は望 ま しくさえあ るか、 とい う

問題 が生 じる。 この条約 が国 の間 で締結 され る条約 に適用 されるとい う決定 は、

『条約』 の用語 の定義 と併 せて、 国が条約 を締結す る資格 が あ りそ の能 力 を有

す るとの前提 に論理 的 に導 く。従 って、 イギ リスは、第5条 全体 を削除す るメ

キ シコ、 マ レー シア提案 を支持す る。」(11thmeeting,para.56.)同 様 に、

ギ リシャも、「第1項 は第2項 への導 入 として論理的位置 を 占め てお り、 第2

項 が削除 され る場合 には、 第1項 も同様 に削 除 されねばな らな い」(id.,para.

69)と い う。他方 で、 ア メ リカの.ように、第2項 の削除を支持 しな が ら、 「若

干 の国 が第1項 の保持 を非 常 に切望 してい る」 との理 由だ けで、 「第1、2条

で含意 されてい ることを繰 り返す にす ぎない」 同項 に敢 えて反対 しない とす る

国 もあ った(12thmeeting,para.6)。 なお、 トル コは、第1項 が不必要 と し

てその削除 を主張 したが、 第2項 の有用性 は認 めて いた(id.,para.43)。

要 旨、以上 の ような全 体委 員会 での審議 の後、 第5条 の各項 が表決 に付 され

た ところ、第1項 の削 除提 案 は、賛成19、 反対70、 棄 権7に よ り、 ま た第2

項 の削除提案 は、賛成38、 反対45、 棄権10に よ り、 いず れ も否決 され た。 さ

らに、 オース トリア修正 案 も、 白 ロシアの再修正 案が否決 され た後 、 賛 成29、

反対35、 棄権21に よ り否決 され た。 そ こで、全体委 員 会 は、 原 案 第5条 を起

草上 の修正案 とともに起 草委員会 に付託 した。

起草委 員会 が採択 し全体委員会 の第28会 合 に提 出 された文 案 は、 原 案 に1

箇所 の修正、 すなわ ち第2項 冒頭 の 「連 邦 の構 成 国(Statesmembers)」 を

「連邦 の構成員(Members)」 に変更、 を加 えた だ けで あ る。 起 草 委員 長 の説

明によれば、 「国」 の語 の削 除 は、連邦 の構成員 が常 に 「国」 と呼 ばれ て い る
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わ けでな く、 またテキス トをよ り受 諾で き るよ うにす る一方 で、第2項 の意味

に影響 しないか らであ る。(た だ し、第5条 の タイ トル は、 「『国』 の条約 締 結

能力」 のままであ る。)「政治 的下部 組織」 の表現 は、精 確 な法 的意 味を もたず

政治 的な用語 であ るか ら、採用 されなか った。 また、 「『連邦憲法』 の語 は広 く

解釈 されるべ きであ り、単一 の文書 に包含 された憲法 だ けで な く、別 個 の後 に

続 く法令 に も適用 され る」 と考 えて、憲法 の後 に 「その他 の構成文書 」 の語 は

挿入 されなか った。 さ らに、 「連 邦(federalunion)」 の用語 は、 「連邦 国 家

(federalState)」 よ りも柔軟 であ るか ら保 持 された、 とい う(28thmeeting,

para.34)。

起草委員会提案 の第5条 は第2項 、 第1項 の順 で表 決 に付す ことが決定 され、

表決 の結果、第2項 は、賛成46、 反対39、 棄権8に よ り、 ま た第1項 も、 賛

成85、 反対1、 棄権8に よ り、 いずれ も採択 された後 、 第5条 全体 が、 賛 成

54、 反対17、 棄権22に よ り採択 された。

2.第2会 期(1969年)本 会議

第1会 期 の全体委員会 での決定 にかか わ らず、第5条 とくに第2項 に対す る
ゆ

異論 は、第2会 期 の本会議 で再度提 起 され、第7、8会 合で審議 され た。 この

審議 の冒頭 で、 カナ ダは第2項 の削除 を要求 し、 その理 由を詳細 に述べている。

それを要約 す ると次 の とお りであ る。

第1会 期の全体委員会は、第1条 および第5条1項 で用 いられた 「国」の語

が主権国家を意味するのに対し、連邦国家の構成員はその意味での 「国」では

㈱UnitedNationsConferenceontheLawofTreaties,OfficialReco:rd.s,

SecondSession(Vienna,9Apri1-22May1969),Summaryrecordsofthe

plenarymeetingsandofthemeetingsoftheCommitteeoftheWhole

(A/CONF.39/11/Add.1),7th,8thplenarymeetings,pp.6.10,10-16.
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ないことを承認 して、第5条2項 から 「国」の語を削除 した。従って、連邦構

成員の条約締結能力に関する規定は、国際機構やその他の独立主権国家以外の

主体にっいてと同様、第1条 で定義された本条約の適用範囲を越える。さらに、

第5条2項 の規定は、次の諸点で、極めて不完全である。まず、連邦国家の構

成単位が実効的な条約締結能力を有するためには、不可欠な前提条件として、

「その能力が連邦国家によって付与されねばならず、かっ他の主権国家によっ

て承認されていなければならない」が、第1の 条件について、第2項 は、「憲

法のみが決定力をもっ と全 く不正確に想定する」点で、憲法が司法的決定によっ

て絶えず修正される一定の連邦国家の実行を考慮に入れていない。また、同項

は、「連邦国家の構成員による条約義務違反について誰が責任を負 うべきかに

ついて何 も述べていない。」国家責任の問題は本条約の適用範囲から明文で除

外するにしても、主権国家の条約義務違反の責任を規律する一連の国際法規則

は本条約との関係を離れて存在するが、連邦国家の構成員によって締結された

条約にっいては、類似の規則は存在 しない。さらに、同項は、条約締結能力が

連邦憲法によりかっそれが定める範囲内で認められねばならないと規定するが、

「連邦国家のみが自らの憲法を解釈する権限があるとは述べていない」 ため、

連邦国家の憲法を他の国が解釈するという全く受諾できない実行を導入する危

険がある。「カナダのように、憲法が概ね不文であり、憲法上の実行が成文の

文書と同様に重要な状況では、この危険は現実のものであり非常に重大である。

第5条2項 がその問題を扱 っていないことはおそらく同項の重要な欠陥である。」

一定の連邦構成員が連邦憲法の範囲内で条約を締結する実行は存在するが、そ

れは国際法上久 しく認められており、第5条2項 の採択 によって確認す る必要

はない。カナダも、その実行の合法性や望ましさを問題にはしない。「実際に

カナダは、憲法で州(province)に よる条約締結を規定 しないが、それにもか

かわらず、カナダと他の主権国家の間の包括的合意(blanketagreement)に

よって、州 とこれ らの国 との間の種々の合意の締結を許可している。 しかし、
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国家実行 は、第2項 で提案 された よ うな特定 のかっ欠陥 あ る規則 の定式化(そ

れ は、連邦 憲法 を他 の国が解釈 す る ことを許 す もので あ る)を 支 持 しな い。」

以上の理 由か ら、 「非連邦国家 は、連邦 国家 に対 して、 と くに後 者 の国 に関係

しかっ その大多数 が反対 す る規則 を押 し付 けよ うとしない よ う希 望 す る。」 な

お、 カナダの反対 は第2項 につ いてのみで あ り、 同国 は、 多数 の国 が第1項 に

相 当の重要性 を付与 して い ることを認 め、同項 に反対 す る意 図 はない。 第1会

期 の決定 によ り、第1項 と第2項 は互 いに完全 に独立 して い る。 ただ し、第2

項 の分離投票 が認 め られない場合 には、「第2項 の危険 は第1項 の利 点 に大 き

くまさるか ら」、第5条 全体が削除 され るべ ぎで あ る。(7thmeeting,paras。

39-44.)

以上のカナダの主張には、第5条2項 の削除を支持する国が問題 とする諸点

がほぼ網羅されている。そのなかでも、後の審議において最大の論点となった

のは、連邦構成員の条約締結能力が依存する連邦憲法の解釈についてである。

この問題は第1会 期の全体委員会で も言及されたが、議論が十分に尽くされた

とはいえない。すなわち、一部の国は、運邦構成員の条約締結能力は連邦憲法

だけに依存するものでなく、国際法も係わる問題であり、この点が明らかでな

いとの理由で第2項 の削除を支持 した。 しか し、他の大多数の国は、第2項 に

賛成か反対かを問わず、連邦構成員の条約締結能力が連邦憲法にのみ依存 し、

従って連邦国家のみがその憲法を解釈する資格がある、との基本的立場に違い

はなかった。しかしながら、第2項 で連邦憲法について規定する、っまり 「連

邦構成員は、連邦憲法が認めるときにかっ連邦憲法で定められた範囲内におい

て、条約を締結する能力を有する。」と明記することが、上記の基本的立場と

両立するかどうか、に立ち入った議論はなされなかった。カナダが改めて提起

したのはこの問題である。同国がいうように、連邦構成員の条約締結能力は、

それが実効的であるためには、「連邦国家によって付与されねばならず、かっ



80 神戸法学年報 第18号(2002)

他の主権国家によって承認されていなければならない。」とすれば、連邦構成

員と条約を締結する第三国は、連邦国家によるその憲法の解釈との関係でどの

ような立場に置かれるかが問題となる。っまり、第三国は、連邦国家による憲

法解釈をそのまま受け入れねばならないかどうかである。

カナ ダは、要 す るに、第2項 が 「連邦国家 のみが 自己の憲法を解釈 す る権限

があ るとは述 べていな い」 ので、他 の国 によ る連邦憲法 の解釈 を許容 す る余地

を残 してお り、 また この危険 は成 文憲法 を もたない連邦 国家の場合 はと くに重

大 であ る、 と主張 す る。 そ して、 同様 の指摘 は、第2項 の削除を主張 した国の

多 くによ って繰 り返 され た。 その代表的 な ものをい くっか挙 げると、 まず、 ア

メ リカ は次 の よ うにい う。

「… 第2項 は、連邦国家 の構成員 の条約締結能 力が連邦憲法 に照 らして

決定 され ると規定 す る。 しか し、 連邦憲法 は国内法 で あるので、 その解釈 は連

邦 国家 の国 内裁判 所 の排他 的管轄 内 にあ る。 も しこの会議 が第5条2項 を採択

す るな らば、連邦構 成員 と条約 の締結 を企図 す る国 は連邦 憲法 を自 ら解釈す る

権利 を もっ、 との含意が少 な くと もあ ることにな る。」(id.,para.53.)

西 ドイッも次 のよ うに述 べ る。

「た とえ連邦 の構成員 炉国 際的 に行為 す る権 限が ある として も、連邦憲法 の

解釈 は、第三 国 また は国際裁判 所 によ る憲法 の解釈 を巻 き込む紛争 にっなが り、

そのよ うな解釈 は非常 に望 ま しくな くまた予 測で きな い結果を伴 うことがある。

そのよ うな事態 が生 じる危険 は、 第5条2項 で規定 された種類 の、連邦 に関す

る一般条項 の挿 入 によ って増大 す る。」(id.,para.62.)

スイス は、第1会 期で第2項 を支持 したが、第2会 期で は態度 を変更 して第

5条 全体 の削除 を主 張 し、第2項 につ いて改 めて次 のよ うに述べ てい る。

「… 国 の構成 単位 の一 つが条約締結能力 を もっか ど うかを決定す るのは、

その国 の憲法 で ある。 その点 に関 して何 らかの明確化が必要であるな らば、 もっ
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ぱ ら連邦国家 の中央当局が その国 の憲法 を解釈 す ることで あ る。 そ の点 に関 し

て、第2項 の文言 は、.カナダがす で に指摘 したよ うに、誤 解 を招 きか ねない。

憲法 は、憲法の文言 だ けで な く、 その適 用 と解釈 にお ける連邦 当局 の実行か ら

成 ってお り、 また憲 法上 の実行 は、成文 憲法の文言 か ら離 れ る ことが あ り、 ま

た しば しば離 れ る。従 って、第5条2項 で の 『連邦憲法』 へ の言及 は曖昧 さを

招 きかねな い。」(8thmeeting,para.22.)

ほか にも、第2項 の挿入 にっ いて、 イ タ リアは 「その文言 が重大 な紛争 を惹

起 す るおそれがあ る、 とい うの は、国 は自国 の憲法 に関 して他 の国 との いかな

る討議 も認 めよ うとは しない こ とは周知 の事実 だか らで あ る」(7thmeeting,

para.47)と 、 イ ン ドは 「国 が他 国の憲法 を解釈 しよ うとして国際法 の権威 を

主張 しうるとの印象 を与 え る」(8thmeeting,para.14)と 、 ベ トナムは 「連

邦 の構成国 と条約関係1ヒ入 りた い外国 に よ る連 邦憲 法 の解 釈 に門戸 を開 く」

(id.,para.39)と 、 エルサルバ ドル は 「国内法 の規律 と問題 を国 際 的平 面 で

審議 し論議 す る招請 に至 る」(id.,para.44)と 、異 口同音 に、 いず れ も連邦

憲法 の解釈 に他 の国 が関与 す る可 能性 を懸念 した。

ただ、 ブラジルは、「第2項 の唯一 の受諾 可能 な解釈 は、 国 内裁 判 所 の み、

通常 は最高裁判所が、憲法 で 『定 め られ た範 囲内 において』 の定 式 を解釈 す る

権限 を もっ とい うことであ る。外 国政府 が国 内立 法 の問題 につ いて意見 を与 え

ることは、国 の国内事項へ の干渉 となるか ら、考 え られ ない」 と しなが らも、

「連邦構成員 の条約締結能 力 の問題 に関 して第2項 で定 め られ た条 件 は、 国 内

裁判所 によ って解釈 され る ところ によ り国内憲法 に依 存 してお り、か く して純

粋 に国内法上 の問題で ある」 か ら、 「第2項 は場違 いであ り望 ま し くな い」 と

削除 を主張 した。(7thmeeting,para.67.)

これ に対 して、 次 のよ うな ソ連 の主張 は、第2項 の保 持 を強 く求 め る国 の立

場を代表 して いた。
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「第2項 は、連邦構成員 の条約 締結能力 の前提条件 と して、 その よ うな能力

が連邦憲法 によ って承認 され るべ き ことを明確 に してい る。 それ は国際的要 因

に由来す る もので な く、連邦 自体 の内部 の過程 であ る。 この条約締結能 力が存

在す るか ど うか を決定 し、 また存在す る場合 にその能力 の範 囲を定 め るの は連

邦憲法で ある。 また、 ブラジルが指摘 したよ うに、 その能力 を認 め る憲 法 また

は基本法 ない し組織法 の規定 は、連 邦 の権限 あ る機関 によ ってのみ解釈 され う

る。か くして、審議中 に表 明 され た心 配 は理 由が ない。 … カナ ダで は一定

の憲法上 の実行 も重要 であ る、 と指 摘 した同国 の立場 は理解 し評価 す る。注意

深 く起 草 され柔軟 な第2項 の文言 は、生 じうる種々の事態すべてをカバーする。」

(8thmeeting,para.10.)

同様 に、 白 ロシア も、 「第2項 は、 その能 力が連邦 憲法 によ って付与 されて

いる場合 の連邦 構成員 の条約締結権 を単 に述べ てい るにす ぎな いか ら、 同項 の

挿入が、連邦 国家 の国内事項 へ の干渉 に導 くとの懸念 には同意で きない」(id.,

para.25)と い う。 また ブル ガ リアは、「第2項 が連邦 国家 の国 内事項 へ の干

渉 に門戸 を開 くとの異議 は根拠 がな い、 とい うのは、国 際法 にお ける国内法 へ

の言及 は しば しばみ られ る ことであ り、 それ によ って干渉 の手段 を提供 す るこ

とはな いか らであ る」(id.,para.47)と 述 べ る。 この よ うに、 第2項 を支持

す る国 の大半 は、基 本的 に、連邦構成 員の条約締結能力 が連邦憲法 に依存 し連

邦憲法 の解釈 はその国の国内事項 であ るとい う、第2項 削 除の支持 国 に も異論

のない主張 を繰 り返 す にとどま った。

そ う したなかで、 唯一 注 目され るの は、 ウク ライナが、 「第2項 の 目的 は、

連邦憲法 が連邦構成 員 にそ の権限 を与 えて いる場合 に、 その構成員 によ る条約

への参加 に対 し他 の当事 国 は反対す ることがで きない ことを明確 にす ることに

あ る」(id.,para.6)と 、 ポー ラン ドも、第2項 は 「憲法 のみが連邦構成員 は

条約締結能力 を もっか ど うか を決定 す ることがで きる、 とい う基本原則 を規定

す る。国際法 の観点 か ら、 その問題 は当該連 邦国家 の国内法 によってのみ解決
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す る こ とが で き、 他 の国 はそ の 決 定 を 認 め る(takeCOgnizanCeOf)以 上 の こ

と はで きな い」(7thmeeting,para.79)と 述 べ て い る こ とで あ る。 しか し
、

問題 は、 第2項 が そ の よ うに規 定 して い る と理解 で き るか ど うか にあ った。 オー

ス トラ リア は、 この点 を次 の よ うに指 摘 す るb「 い くつ か の 国 は 、 憲 法 を 解 釈

す るの は国 内 当局 で あ るか ら心 配 はな い と主 張 した が 、 そ の点 が第2項 で 明 確

に は述 べ られて い な い。」(8thmeeting,para.35.)

もっとも、第2項 の削除 は、連邦憲 法の解釈 が もっぱ ら連邦国家 の権限 に属

す る ことを明記 して いな い、 とい う理 由だ けか ら主張 され たので はない。 ウル

グアイは、第1会 期での主張 を繰 り返 し、次 の二っ の点 か ら第2項 に反対 した。

「31.… 第1に 、第2項 は、国 の国内事項 への正 当化 で きな い干渉 で あ

るだ けでな く、 国際法がその最 も重要 な機能 、す なわち条約 締結能力 を もっ国

際法の主 体を決定 す る機 能を国内法 に引 き渡 す ことを含意 す る。実 際 には、連

邦構成 員の契約締結権(juscontrahendi)は 、 た だ連 邦 憲法 に よ って決 定 さ

れ る もので はな い。 それ は、 また、他 の国が連邦 構成員 と条 約 を締結 す ること

に合意 す るか どうか にもかか って いる。

321第2に 、第2項 を採 択す る ことは危 険で ある、何故 な ら、 その場合 、 す

べてが連邦憲法 に依存 す ることになるか らであ る。連 邦国家 は非連邦国家 に対

して相 当に有利 とな るであ ろ う、 とい うの は、連 邦国家 は、憲 法規定 の装 いの

下 に政治 的下部組織 を創設 す ることによ り、 さ らなる多数 の国際法主体 を会議

や多数国間条約 に加 え、 か くして、投 票 および当事者 の均衡 を 自国 に有利 に大

きく覆す ことが で きるか らであ る。」(id.)

オース トラ リア も、 ウル グアイが言及 した 「国 際法が連邦国家 の構成員 の条

約締結能力 の決定 において果 たすべ き役 割」 は 「第2項 に潜在 す る他 の問題で

あ る」 と指摘 し、 このよ うに 「第5条 によ って提起 され た問題 は現 実的かっ複

雑で あるが、その解決策 は単純 であ る、 っ ま り第2項 を削除す るこ とで ある」
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と結論 した(id.,paras.35,37)。 そ して、 キプ ロスは、 オース トラ リア と同

じ立場 を次 の ように要約 して、審議 を締 め くくった。

「… 第2項 の採択 は、諸国 が連邦 国家の憲法 を 自 ら解釈 す る権利 を もつ

と主張 す ることを可 能 に し、 それは連邦 国家の国内事項 に対 す る干 渉 にな ると

確信 す る。 さ らに、 連邦国家 の国 内法 であ る連邦 憲法がそれ自体で国際法 に関

す る問題を決 定す る ことが で きる、 とい う主張 は維持 し難 い と考 え る。」(id.,

48.)

以 上の審議 を とお して、第2項 の保持 を必要 とす る積極 的な理 由は示 されな

か った。 この点 をアメ リカ は次 のよ うにい う。「この会議 に 出席 した連 邦 国家

の多 くは、第2項 の保持 がそれ らの国 に相 当の困難 を惹起 す るとの見解 を表 明

した。 … 他方 で、 どの国 も、第1会 期 また は第2会 期 のいずれにおいて も、

第2項 の挿入 が困難 を回避 す るため必要 であ ることを証 明 しな っか た。」(7th

meeting,para.54.)同 様 に、 メキ シ コは次 のよ うに強調 した。 「第2項 の削

除は、 その構成員 に一定 の状 況 の下 で条約 の締結 を認 める国 の立場 に影響 を及

ぼ さない一方 で、第5条2項 の挿入 は一定 の国 に とって危険 を もた らす ことが

承認 されねばな らない。」(id.,para.58.)

第2項 を支持 す る国がそ の理 由 と して述 べ た ことは、「国 際 社会 の事 実 を承

認 し、現代国 際法 の規則 を表現す る」(ウ クライナ、8thmeeting,para.1)、

「国際生活 の現 実 を反映す る」(白 ロシア、id.,para.25)、 「国際連 合 によ って

承認 された現存 の事 態の要求 を満足 させ るため」(キ ュー一バ、id.,para.・28)

な ど、極 めて抽象 的で ある。 ソ連 は、同 じことを繰 り返 しっっ、次 のよ うに少

し具体 的 に述 べて いる。

「8.第2項 は、第二次大戦 以来 い っそ う顕著 に発展 して きた国 際的実行 を

表現す る ものであ る。 その時以 来、 連邦構成員 の多数 の政府 は、多 くの国際条

約 に参加 してい る。 第2項 はこの発展 と合致 し、 また将来 において有 用で あろ
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う。

9,… ソ連 の憲法 と法律 は、すべ ての連邦社会 主義共和国 の条約締結権

を規定 す る。 これ らの連邦構成 員 の条約締結能力 の問題 は ソ連 の法 律 によ り決

定 され、条約法 に由来 す るもので はない。第2項 は、 このよ うに、 そ の問題 に

関 していかな る誤解 を も回避 し実際 の困難 を解決 す るの に役立 っか ら、 ソ連 は

第5条 にお ける同項 の保持 を強 く支持す る。」(id.)

しか し、 ソ連 の構成員 であ る白ロ シア とウクライナに関す る限 り、 ブラジル

の次の よ うな説 明で十分 と思 われ る。

「…(第1会 期 全 体委 員 会 の)第12会 合 で、 白 ロ シア は、 第2項 が

『白 ロシアの立法 と実行 に合致 す る』 と述べ た。 ブラジル に他 の国 の条 約締 結

能力 を解釈す る権限 はないが、 その理解 で は、 白 ロシアが条約 に署名 す る場合

には、第2項 で はな く第1項 の下 でそ うす るので あ る。国連 憲章 に署名 し、他

の国 と同等 の立場で国際会議 に参加 した国が、非常 に制 限 され た権利 しか もた

な い連 邦構 成員 や ラ ン トと同様 にみ な され う る と は考 え られ な い。」(7th

meeting,para.66.)

第2項 の削除 を支持す る国 の多 くは、 同時 に、条約締結能 力 を認 め られた連

邦構成員 の現在 の地位 との関連 に言及 した。例 えば、 アルゼ ンチ ンは、 「い く

っかの連邦 の構成員 は疑 いな くその連邦 憲法 の下 で条約締結 能力 を もっが、第

5条2項 の削除 は、国 際法 でな く国内法 に由来す るその能 力 にいかな る影響 を

も及 ぼ さない」(id.,para.74)と い う。 イ ン ドは、 この点 を次 の よ うに詳 し

く述 べてい る。

「16.(第2項 を削 除 して も)連 邦構成員 の条 約締 結 能 力 は引 き続 き連 邦 憲

法 に よって決定 される。 その場合、 その能力 は、連邦構成 員 と条約 を締結 す る

ことを決定す るいず れの主権国家 に よ って も承認 され うる。連邦構成 員の条 約

締結能力 に決 して影響 を及 ぼす ことな く、第2項 の削 除 は国 際法上 の困難を回

避 す るのに役立 っ。



86 神戸法学年報 第18号(2002)

17.… イ ン ド連邦共和 国憲法 の下 で構成単 位 はいか なる条約締結 能力 も

有 しないが、 イ ン ドは、 あ る連邦憲 法が認 め る場 合 に はその構成 員 と条約 を締

結 す ることがで きる。 イ ン ドは、 その問題 を、 国際法 を基礎 とす るよ りも、各

場 合 に2国 間お よ び実 際的 べ 一 スで規 律 され る もの と してお きた い。」(8th

meeting.)

要 旨、以上 の よ うな本会議 での審 議 の後、先 に表決 に付 された第5条2項 は、

賛成28、 反対66、 棄権13に よ り否 決 され、第2項 を削 除 した1文 だ けの第5

条 が、賛成88、 反 対5、 棄権10に よ り採択 された。 これ が条 約法 条 約第6条

であ る。

あとがき

条約法会議において、原案第5条2項 の連邦構成国の条約締結能力に関する

規定は、第1会 期の全体委員会で一旦 は採択 されなが ら、第2会 期の本会議で

否決 された。 これは、なによりも、一部を除く連邦国家自身の反対が根強かっ

たことによるものである。と同時に、第2項 の削除を主張 した国の第1項 に対

する態度が両会期の間で変化 し、このことが第2項 の最終的な処理 に大きく影

響 したことは否定できない。すなわち、第1会 期において、第2項 削除の支持

国の多 くは、同項が削除される場合には、第1項 のみを保持する意義を認めず、

併せて第5条 全体 の削除を主張 した。 しか し、表決の結果は、第1項 に対する

支持 は広汎で無視で きないことを示 している。とくに、第2項 を支持する国の

多 くは、第1項 の保持にはそれ以上 に固執 した。・そこで、第2会 期では、第2

項の削除 は第1項 とはっきり切 り離 して主張 されたのである。事実、第2項 の

反対国 も第1項 への支持を明言 し、同項 に対する反対は、もはやほとんど聞か

れなかった。っまり、第2項 の否決 は、事実上、第1項 の採択を交換条件とす
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る一 括処理 によって実現 した、 とい うことがで きる。 それが可能で あったのは、

もと もと、第1項 で定 め る規則 自体 に異論 はな く、主 た る論点 が、国 際法 の主

体の一側面 に係 わ るこの規 則を条約法条約で規定す ることが適当かど うかにあっ

たか らで ある。 と同時 に、第1項 は採択 されて も、第2項 の保 持 を も主張 して

いた国 の不 満 は完全 には払 拭 され なか った。 そ の ことを、第5条 の最終 的な表

決内容が示 して いる。

第2項 に反対 した国の最小の共通の理解は、アメリカが第2会 期の本会議で

述べた次のような立場に要約できる。

「連邦の間の憲法上の相違を考えると、いっ第2項 が適用されるかは必ず し

も明らかでない。同項は、連邦国家にとってだけでなく、連邦構成員と条約関

係に入ろうとする他の国にとっても、早かれ遅かれ、困難を惹起する。」(7th

meeting,para.55.)

連邦構成員の条約締結能力 は、ひとり連邦国家だけでなく、その構成員と条

約を締結する他の国にも係わる問題である。カナダも、この点を第2会 期の冒

頭で明言 し、連邦構成員の実効的な条約締結能力のために不可欠な前提条件と

して、「その能力が、連邦国家によって付与されねばならず、かっ他の主権国

家によって承認されていなければならない」(id.,para.40)と 述べていた。

しか し、両会期をとおして、連邦構成員の条約締結能力は、総 じて連邦国家の

側から捉えられ、かっ、すぐれて国内管轄事項の性質をもつ憲法解釈の問題を

中心に論 じられたため、第三国の立場、とくに連邦国家によるその憲法の解釈

どの関連について、議論は尽 くされていない。そうしたなかで、第1会 期のオー

ス トリア修正案は、連邦構成員の条約締結能力に両側面から対処する唯一の具

体策であった。この修正案は、「連邦の権限ある当局に、連邦構成員の条約締

結能力を確認させる」ことを内容とし、それによって、他の国による連邦憲法

の解釈への関与を排除しつつ、第三国が直面する困難と不安定な事態を除去す
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ることを目的とした。 この提案は、第2項 の削除を主張する国によって も、同

項が保持された場合に必要な修正案として支持されていたが、それが否決され

た理由は詳らかでない。ただ、第2会 期で第2項 の削除が改めて主張された背

景 として、第1会 期でオース トリア修正案が否決されたことに留意する必要は

ある。

すで に述べ たよ うに、ILCの 特別報 告 者 ウ ォル ドックは、1965年 の第4

報告書 において、1962年 草案 の3項 か らな る条約 締 結能 力 に関 す る規定 全 体

の削除を提案 し、 その理 由 と して、 「現草案第3条 にお け るよ うな 問題 の切 り

詰めた取 り扱 いの価値 と、 現在 の状況 で一般的受諾 を得 る合理 的な展望が あ り

一層広 汎 にわ たる規定 を定 式化す る可 能性 の双方 が疑 わ しい」 と述べ
、 また、

1962年 のILCで 全員一 致 に近 い支持 を得て いた第1項 にっ いて も、 「そ れ 自

ゆ

体で は、 能力 の問題 を解決 す る上 であ ま り有用で ない」 と指摘 した。 その後、

特別報告者 は、1965年 の第2読 の最 終段階で、「自明で はあ るが重 要 な」 第1

項を含 め第3条 の保持 に支持 を表 明 したが、同条 が第1項 のみか らなる場合 に

は、能 力の問題 は条約 の定義 に委 ねれば よい、 との基本 的立場 を維持 して いた

ように思 われ る。条約法会議 において、 専門顧問(:ExpertConsultant)と し

て出席 した ウォル ドックは、2項 か らな る原案 をさ らに切 り詰 め、第1項 の簡

潔な1文 のみを保持す る価値 にっ いて改めて発言す る機会 はなか った。

た しか に、 第1項 の保持 が主張 されたの は、「条約締 結能 力 の問 題 を解決 す

る」 とい う、 ウォル ドックが意図 した当初の目的 とは全 く異 なる観点か らであっ

た。 ポー ラ ン ドが第2会 期 の本 会議 で述 べた次 のよ うな立場 は、第1項 を強 く

支持 した国 が共有 す る理解 を要 約 してい る。

r76・ この会議 は・一定 の規定 の有用性 を判断す るにあた って、 この条約が・

(3鋤YBILC,1965,VoLII,p.18.
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現行法 を単 に再述す るにす ぎない多 くの規定 を含 んで いる ことを念頭 に置 かね

ばな らない。 ζの条約 の主 た る目的が条 約法 の法典化 で あ るか ら、 それは全 く

当然 の ことである。 その種 の条約 には、基本 的諸規則 が含 まれて いなければな

らなず、第5条 は、 そのよ うな規則 の一 例 にす ぎない。 …

77.条 約 の締結 は、国 の最 も古 く最 も代表 的な権利 の一っ であ る。 それ は主

権 の属性で あ り、疑 いな く国 の権 限 に属 す る。従 って、 そのよ うな基本 的原則

を第5条1項 で再確認す る ことは不可 欠 であ る。 同項 はその 目的が第1条 また

は第2条 よ り推論で きるか ら不必要 で ある、 との議論 は全 く正 当化 で きないよ

うに思 われる。 この条約 の適用範 囲 に関す る条 お よび用語 に関 す る条が第5条

と一致 しな くはない とい う事実 は、後者 の条 の有用性 を疑 う理由にはな らない。

これ らすべ ての条 は似 た語法 を用 いて いるが、各条 が異 な った問題 を扱 ってい

る。

78.第5条1項 は、国連憲章 で定 め られた諸原 則、 と くに主権 平等 の原 則 と

調和 し、 この条約 の不可欠 な要素 で ある。 … 」(7thmeeting.)

ただ、 ポー一ラン ドは、 これに続 けて、第1項 で定 め る基本 的原則 を、最終条

項 を含 め この条約 の他 の規定 に も適切 に反映 させ るよ う要求 し、 「いず れ の国

も条約 を締結す る能力 を有す る、従 って、条約法条約 の当事国 とな る資格 を認

め られるべ きであ る」 と主張 す る。

「条約へ の参加権」 は、条約法会議 で新条項第5条bisと して再 提起 され、

審議 のなかで直接 には関連 のない紛争 解決手続 と リンクされた結 果、第2会 期
　

の最終局面まで会議を紛糾させた問題であるが、「国の条約締結能力」 は、審
　

議の冒頭で、条約参加権と完全に切 り離すことが了解されていた。 しかし、第

⑬φ 条約法会議 における参加権 の審議 の概要 にっいては、拙稿 「条約 法条 約 に対 す る 日

本の立場」、国際法事例研究会 『条約法 ・日本 の国 際法事例研究(5)』(慶 応 義 塾大学

出版会、2001年)、230-232、245-248頁 、参照。

G⑤11thmeeting,CommitteeoftheWhole,para.1L
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5条1項 の保持 の主 張 は、潜在 的に絡 まるも う一 っの側面 を根強 くとどめて い

たことが窺 われ る。

(付記)本 稿は、平成11-12年 度文部省科学研究費補助金(基 盤研究(c)(1))「 条約法条

約の体系的研究」(研究代表者:関 西大学法学部教授 坂元茂樹)に よる研究成

果の一部である。


